
瀬戸市告示第５号 

瀬戸市議会３月定例会を次のとおり招集する。 

令和５年２月６日 

瀬戸市長 伊 藤 保 德 

１ 日  時  令和５年２月１４日 午前１０時 

２ 場  所  瀬戸市議会議事堂 

 

  

○写  
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１ 

 

５年市長提出第１号議案 

瀬戸市附属機関設置条例の一部改正について 

瀬戸市附属機関設置条例の一部を改正する条例を次のように定めるもの

とする。 

令和５年２月１４日提出 

瀬戸市長 伊 藤 保 德  

瀬戸市附属機関設置条例の一部を改正する条例 

瀬戸市附属機関設置条例（平成２５年瀬戸市条例第１７号）の一部を次

のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。

改正後 改正前 

（委員の定数） （委員の定数） 

第４条 ＜省略＞ 第４条 ＜省略＞ 

 （秘密保持）  

第５条 附属機関の委員は、職務上知り得た秘密

を漏らしてはならない。その職を退いた後も同

様とする。 

 

 （瀬戸市行政不服審査会及び瀬戸市情報公開・

個人情報保護審査会の委員の秘密保持に係る罰

則） 

 

第６条 瀬戸市行政不服審査会及び瀬戸市情報公

開・個人情報保護審査会の委員で前条の規定に

違反して秘密を漏らした者は、１年以下の懲役

又は５０万円以下の罰金に処する。 

 

（委任） （委任） 

第７条 ＜省略＞ 第５条 ＜省略＞ 
  

附 則 

この条例は、令和５年４月１日から施行する。 



 

２ 

 

 

（理 由） 

この案を提出するのは、附属機関の委員に秘密保持の義務を課すととも

に、瀬戸市行政不服審査会及び瀬戸市情報公開・個人情報保護審査会の委

員が秘密保持の義務に違反した場合の罰則を定めるに当たり、瀬戸市附属

機関設置条例中所要の事項を改正するため必要があるからである。 

 

 



３ 

 

５年市長提出第２号議案 

瀬戸市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部改

正について 

瀬戸市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部を改正

する条例を次のように定めるものとする。 

令和５年２月１４日提出 

瀬戸市長 伊 藤 保 德  

瀬戸市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部を

改正する条例 

 瀬戸市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例（令和元年瀬

戸市条例第１４号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。

改正後 改正前 

   附 則    附 則 

（施行期日）  （施行期日） 

１ ＜省略＞ １ ＜省略＞ 

 （給料表改定の効力発生時期の特例）  

２ 第４条（第２０条第４項の規定により適用す

る場合を含む。）の規定により給与条例第４条

第１項又は一般職の任期付職員の採用等に関す

る条例第５条第１項の規定を準用する場合にお

いて、給与条例第４条第１項又は一般職の任期

付職員の採用等に関する条例第５条第１項に規

定する給料表の改定が行われるときにおける会

計年度任用職員の給料及び報酬についての当該

改定の効力は、当該改定に係る各条例の規定に

かかわらず、当該各条例の施行の日の属する年

度の翌年度の４月１日（当該各条例の施行の日

 



４ 

 

が４月１日であるときは、その日）から生ずる

ものとする。 

 （瀬戸市旅費条例の一部改正）  （瀬戸市旅費条例の一部改正） 

３ ＜省略＞ ２ ＜省略＞ 

 （瀬戸市職員の退職手当に関する条例の一部改

正） 

 （瀬戸市職員の退職手当に関する条例の一部改

正） 

４ ＜省略＞ ３ ＜省略＞ 
  

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の附則第２項の規定は、施行の日以後に任用さ

れた会計年度任用職員の給料について適用し、施行の日前に任用された

会計年度任用職員の給料については、なお従前の例による。 

 

（理 由） 

 この案を提出するのは、一会計年度中の会計年度任用職員の給料及び報

酬を一定とするに当たり、瀬戸市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に

関する条例中所要の事項を改正するため必要があるからである。 

 



５ 

 

５年市長提出第３号議案 

瀬戸市子ども・子育て会議条例の一部改正について 

瀬戸市子ども・子育て会議条例の一部を改正する条例を次のように定め

るものとする。 

令和５年２月１４日提出 

瀬戸市長 伊 藤 保 德  

△△△瀬戸市子ども・子育て会議条例の一部を改正する条例 

△瀬戸市子ども・子育て会議条例（平成２５年瀬戸市条例第９号）の一部

を次のように改正する。 

△次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。

改正後 改正前 

（趣旨） （趣旨） 

第１条 この条例は、子ども・子育て支援法（平

成２４年法律第６５号）第７２条第１項及び児

童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第８条

第３項の規定に基づく審議会として設置する瀬

戸市子ども・子育て会議について、組織及び運

営に関する事項を定めるものとする。 

第１条 この条例は、子ども・子育て支援法（平

成２４年法律第６５号）第７７条第１項及び児

童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第８条

第３項の規定に基づく審議会として設置する瀬

戸市子ども・子育て会議について、組織及び運

営に関する事項を定めるものとする。 
  

△△△附△則 

△この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

△△△△△△△△△△△△△１行空ける△△△△△△△△△△△△△△△ 

△（理△由） 

△この案を提出するのは、子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５

号）の一部改正に伴い、瀬戸市子ども・子育て会議条例中所要の事項を改

正するため必要があるからである。 



６ 

 

５年市長提出第４号議案 

瀬戸市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定め 

る条例の一部改正について 

瀬戸市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条

例の一部を改正する条例を次のように定めるものとする。 

令和５年２月１４日提出 

瀬戸市長 伊 藤 保 德  

瀬戸市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定め 

る条例の一部を改正する条例 

瀬戸市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条

例（平成２６年瀬戸市条例第２６号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。

改正後 改正前 

 （放課後児童健全育成事業者と非常災害対策）  （放課後児童健全育成事業者と非常災害対策） 

第６条 ＜省略＞  第６条 ＜省略＞ 

 （安全計画の策定等）  

第６条の２ 放課後児童健全育成事業者は、利用

者の安全の確保を図るため、放課後児童健全事

業所ごとに、当該放課後児童健全育成事業の設

備の安全点検、職員、利用者等に対する事業所

外での活動、取組等を含めた放課後児童健全育

成事業所での生活その他の日常生活における安

全に関する指導、職員の研修及び訓練その他放

課後児童健全育成事業所における安全に関する

事項についての計画（以下この条において「安

全計画」という。）を策定し、当該安全計画に

従い必要な措置を講じなければならない。 

 

２ 放課後児童健全育成事業者は、職員に対し、 



７ 

 

安全計画について周知するとともに、前項の研

修及び訓練を定期的に実施しなければならな

い。 

３ 放課後児童健全育成事業者は、利用者の安全

の確保に関して保護者との連携が図られるよ

う、保護者に対し、安全計画に基づく取り組み

の内容等について周知しなければならない。 

 

４ 放課後児童健全育成事業者は、定期的に安全

計画の見直しを行い、必要に応じて安全計画の

変更を行うものとする。 

 

 （自動車を運行する場合の所在の確認）  

第６条の３ 放課後児童健全育成事業者は利用者 

の事業所外での活動、取組等のための移動その

他の利用者の移動のために自動車を運行すると

きは、利用者の乗車及び降車の際に、点呼その

他の利用者の所在を確実に把握することができ

る方法により、利用者の所在を確認しなければ

ならない。 

 

（虐待等の禁止） （虐待等の禁止） 

第１２条 ＜省略＞  第１２条 ＜省略＞ 

（業務継続計画の策定等）  

第１２条の２ 放課後児童健全育成事業者は、放

課後児童健全育成事業所ごとに、感染症や非常

災害の発生時において、利用者に対する支援の

提供を継続的に実施するための、及び非常時の

体制で早期の業務再開を図るための計画（以下

この条において「業務継続計画」という。）を

策定し、当該業務計画に従い必要な措置を講ず

るよう努めなければならない。 

 

２ 放課後児童健全育成事業者は、職員に対し、

業務計画について周知するとともに、必要な研

修及び訓練を定期的に実施するよう努めなけれ

ばならない。 

 

３ 放課後児童健全育成事業者は、定期的に業務 



８ 

 

継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継

続計画の変更を行うよう努めるものとする。 
  

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間、この条例によ

る改正後の第６条の２の規定の適用については、これらの規定中「講じ

なければ」とあるのは「講ずるよう努めなければ」と、「実施しなけれ

ば」とあるのは「実施するよう努めなければ」と、「周知しなければ」

とあるのは「周知するよう努めなければ」とする。 

 

（理 由） 

この案を提出するのは、放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関す

る基準（平成２６年厚生労働省令第６３号）の一部改正に伴い、瀬戸市放

課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例中所要の

事項を改正するため必要があるからである。 



９ 

 

５年市長提出第５号議案 

   市有財産（土地及び建物）の無償貸付について 

 次のとおり市有財産（土地及び建物）を無償で貸し付けるものとする。 

  令和５年２月１４日提出 

瀬戸市長 伊 藤 保 德  

１ 無償貸付をする財産 

 ⑴ 土 地 

   所 在 地  瀬戸市春雨町４番 外７筆 

   合 計 面 積  ４，４０３．２９平方メートル 

 ⑵ 建   物 

   名   称  東保育園 

   所 在 地  瀬戸市春雨町４番地 

   構   造  鉄筋コンクリート造２階建て 

   延べ床面積  ８７２．４２平方メートル 

          内訳 

本館 ８４９．７０平方メートル 

屋外便所及び倉庫 ２２．７２平方メートル 

２ 貸 付 の 目 的  民間事業者が引き続き保育所事業を実施するため 

３ 貸付の相手方  名古屋市東区泉一丁目２１番２７号 泉ファースト 

スクエア５Ｆ       

株式会社トットメイト 

          代表取締役社長 石原めぐみ 

４ 貸 付 期 間  令和５年４月１日から令和８年３月３１日まで 

  

 （理 由） 



１０ 

 

 この案を提出するのは、東保育園の保育事業を引き続き民間事業者が実

施することに伴い、その土地及び建物を無償で貸し付けるに当たり、地方

自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第６号の規定により、

議会の議決を求めるため必要があるからである。 

 



１１ 

 

５年市長提出第６号議案 

瀬戸市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例 

の一部改正について 

瀬戸市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一

部を改正する条例を次のように定めるものとする。 

令和５年２月１４日提出 

瀬戸市長 伊 藤 保 德  

瀬戸市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例 

の一部を改正する条例 

瀬戸市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平

成２６年瀬戸市条例第２４号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。

改正後 改正前 

 （懲戒に係る権限の濫用禁止） 

第１３条 削除 第１３条 家庭的保育事業者等は、利用乳幼児に

対し法第４７条第３項の規定により懲戒に関し

その利用乳幼児の福祉のために必要な措置を採

るときは、身体的苦痛を与え、人格を辱める等

その権限を濫用してはならない。 
  

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

（理 由） 

この案を提出するのは、家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準

（平成２６年厚生労働省令第６１号）の一部改正に伴い、瀬戸市家庭的保
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育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例中所要の事項を改正す

るため必要があるからである。 
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５年市長提出第７号議案  

瀬戸市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する  

基準を定める条例の一部改正について  

瀬戸市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準  

を定める条例の一部を改正する条例を次のように定めるものとする。  

令和５年２月１４日提出  

瀬戸市長 伊 藤 保 德  

瀬戸市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する  

基準を定める条例の一部を改正する条例  

瀬戸市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準

を定める条例（平成２６年瀬戸市条例第２５号）の一部を次のように改正

する。  

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。  

改正後 改正前 

第４条 ＜省略＞ 第４条 ＜省略＞ 

２ 特定教育・保育施設は、次の各号に掲げる特

定教育・保育施設の区分に応じ、当該各号に定

める小学校就学前子どもの区分ごとの利用定員

を定めるものとする。ただし、法第１９条第３

号に掲げる小学校就学前子どもの区分にあって

は、満１歳に満たない小学校就学前子ども及び

満１歳以上の小学校就学前子どもに区分して定

めるものとする。 

２ 特定教育・保育施設は、次の各号に掲げる特

定教育・保育施設の区分に応じ、当該各号に定

める小学校就学前子どもの区分ごとの利用定員

を定めるものとする。ただし、法第１９条第１

項第３号に掲げる小学校就学前子どもの区分に

あっては、満１歳に満たない小学校就学前子ど

も及び満１歳以上の小学校就学前子どもに区分

して定めるものとする。 

⑴ 認定こども園 法第１９条各号に掲げる小

学校就学前子どもの区分 

⑴ 認定こども園 法第１９条第１項各号に掲

げる小学校就学前子どもの区分 

⑵ 幼稚園 法第１９条第１号に掲げる小学校

就学前子どもの区分 

⑵ 幼稚園 法第１９条第１項第１号に掲げる

小学校就学前子どもの区分 

⑶ 保育所 法第１９条第２号に掲げる小学校 ⑶ 保育所 法第１９条第１項第２号に掲げる
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就学前子どもの区分及び同条第３号に掲げる

小学校就学前子どもの区分 

小学校就学前子どもの区分及び同項第３号に

掲げる小学校就学前子どもの区分 

（正当な理由のない提供拒否の禁止等） （正当な理由のない提供拒否の禁止等） 

第６条 ＜省略＞ 第６条 ＜省略＞ 

２ 特定教育・保育施設（認定こども園又は幼稚

園に限る。以下この項において同じ。）は、利

用の申込みに係る法第１９条第１号に掲げる小

学校就学前子ども及び当該特定教育・保育施設

を現に利用している同号に掲げる小学校就学前

子どもに該当する教育・保育給付認定子どもの

総数が、当該特定教育・保育施設の同号に掲げ

る小学校就学前子どもの区分に係る利用定員の

総数を超える場合においては、抽選、申込みを

受けた順序により決定する方法、当該特定教育

・保育施設の設置者の教育・保育に関する理念

、基本方針等に基づく選考その他公正な方法に

より選考しなければならない。 

２ 特定教育・保育施設（認定こども園又は幼稚

園に限る。以下この項において同じ。）は、利

用の申込みに係る法第１９条第１項第１号に掲

げる小学校就学前子ども及び当該特定教育・保

育施設を現に利用している同号に掲げる小学校

就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子

どもの総数が、当該特定教育・保育施設の同号

に掲げる小学校就学前子どもの区分に係る利用

定員の総数を超える場合においては、抽選、申

込みを受けた順序により決定する方法、当該特

定教育・保育施設の設置者の教育・保育に関す

る理念、基本方針等に基づく選考その他公正な

方法により選考しなければならない。 

３ 特定教育・保育施設（認定こども園又は保育

所に限る。以下この項において同じ。）は、利

用の申込みに係る法第１９条第２号又は第３号

に掲げる小学校就学前子ども及び当該特定教育

・保育施設を現に利用している同条第２号又は

第３号に掲げる小学校就学前子どもに該当する

教育・保育給付認定子どもの総数が、当該特定

教育・保育施設の同条第２号又は第３号に掲げ

る小学校就学前子どもの区分に係る利用定員の

総数を超える場合においては、教育・保育給付

認定に基づき、保育の必要の程度及び家族等の

状況を勘案し、保育を受ける必要性が高いと認

められる教育・保育給付認定子どもが優先的に

利用できるよう、選考するものとする。 

３ 特定教育・保育施設（認定こども園又は保育

所に限る。以下この項において同じ。）は、利

用の申込みに係る法第１９条第１項第２号又は

第３号に掲げる小学校就学前子ども及び当該特

定教育・保育施設を現に利用している同項第２

号又は第３号に掲げる小学校就学前子どもに該

当する教育・保育給付認定子どもの総数が、当

該特定教育・保育施設の同項第２号又は第３号

に掲げる小学校就学前子どもの区分に係る利用

定員の総数を超える場合においては、教育・保

育給付認定に基づき、保育の必要の程度及び家

族等の状況を勘案し、保育を受ける必要性が高

いと認められる教育・保育給付認定子どもが優

先的に利用できるよう、選考するものとする。 

４及び５ ＜省略＞ ４及び５ ＜省略＞ 

（あっせん、調整及び要請に対する協力） （あっせん、調整及び要請に対する協力） 

第７条 ＜省略＞ 第７条 ＜省略＞ 



１５ 

 

２ 特定教育・保育施設（認定こども園又は保育

所に限る。以下この項において同じ。）は、法

第１９条第２号又は第３号に掲げる小学校就学

前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども

に係る当該特定教育・保育施設の利用について

児童福祉法第２４条第３項（同法附則第７３条

第１項の規定により読み替えて適用する場合を

含む。）の規定により市町村が行う調整及び要

請に対し、できる限り協力しなければならない

。 

２ 特定教育・保育施設（認定こども園又は保育

所に限る。以下この項において同じ。）は、法

第１９条第１項第２号又は第３号に掲げる小学

校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定

子どもに係る当該特定教育・保育施設の利用に

ついて児童福祉法第２４条第３項（同法附則第

７３条第１項の規定により読み替えて適用する

場合を含む。）の規定により市町村が行う調整

及び要請に対し、できる限り協力しなければな

らない。 

（受給資格等の確認） （受給資格等の確認） 

第８条 特定教育・保育施設は、特定教育・保育

の提供を求められた場合は、必要に応じて、教

育・保育給付認定保護者の提示する支給認定証

（教育・保育給付認定保護者が支給認定証の交

付を受けていない場合にあっては、子ども・子

育て支援法施行規則（平成２６年内閣府令第４

４号）第７条第２項の規定による通知）によっ

て、教育・保育給付認定の有無、教育・保育給

付認定子どもの該当する法第１９条各号に掲げ

る小学校就学前子どもの区分、教育・保育給付

認定の有効期間、保育必要量（法第２０条第３

項に規定する保育必要量をいう。）等を確かめ

るものとする。 

第８条 特定教育・保育施設は、特定教育・保育

の提供を求められた場合は、必要に応じて、教

育・保育給付認定保護者の提示する支給認定証

（教育・保育給付認定保護者が支給認定証の交

付を受けていない場合にあっては、子ども・子

育て支援法施行規則（平成２６年内閣府令第４

４号）第７条第２項の規定による通知）によっ

て、教育・保育給付認定の有無、教育・保育給

付認定子どもの該当する法第１９条第１項各号

に掲げる小学校就学前子どもの区分、教育・保

育給付認定の有効期間、保育必要量（法第２０

条第３項に規定する保育必要量をいう。）等を

確かめるものとする。 

（利用者負担額等の受領） （利用者負担額等の受領） 

第１３条 ＜省略＞ 第１３条 ＜省略＞ 

２及び３ ＜省略＞ ２及び３ ＜省略＞ 

４ 特定教育・保育施設は、前３項の支払を受け

る額のほか、特定教育・保育において提供され

る便宜に要する費用のうち、次に掲げる費用の

額の支払を教育・保育給付認定保護者から受け

ることができる。 

４ 特定教育・保育施設は、前３項の支払を受け

る額のほか、特定教育・保育において提供され

る便宜に要する費用のうち、次に掲げる費用の

額の支払を教育・保育給付認定保護者から受け

ることができる。 

⑴及び⑵ ＜省略＞ ⑴及び⑵ ＜省略＞ 

⑶ 食事の提供（次に掲げるものを除く。）に ⑶ 食事の提供（次に掲げるものを除く。）に 
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要する費用 要する費用 

ア 次の（ア）又は（イ）に掲げる満３歳以上教育・

保育給付認定子どものうち、その教育・保

育給付認定保護者及び当該教育・保育給付

認定保護者と同一の世帯に属する者に係る

市町村民税所得割合算額がそれぞれ（ア）又は

（イ）に定める金額未満であるものに対する副

食の提供 

ア 次の（ア）又は（イ）に掲げる満３歳以上教育・

保育給付認定子どものうち、その教育・保

育給付認定保護者及び当該教育・保育給付

認定保護者と同一の世帯に属する者に係る

市町村民税所得割合算額がそれぞれ（ア）又は

（イ）に定める金額未満であるものに対する副

食の提供 

（ア） 法第１９条第１号に掲げる小学校就学

前子どもに該当する教育・保育給付認定

子ども ７７，１０１円 

（ア） 法第１９条第１項第１号に掲げる小学

校就学前子どもに該当する教育・保育給

付認定子ども ７７，１０１円 

   （イ） 法第１９条第２号に掲げる小学校就学

前子どもに該当する教育・保育給付認定

子ども（特定満３歳以上保育認定子ども

を除く。イ（イ）において同じ。） ５７，

７００円（令第４条第２項第６号に規定

する特定教育・保育給付認定保護者にあ

っては、７７，１０１円） 

（イ） 法第１９条第１項第２号に掲げる小学

校就学前子どもに該当する教育・保育給

付認定子ども（特定満３歳以上保育認定

子どもを除く。イ（イ）において同じ。） 

 ５７，７００円（令第４条第２項第６号

に規定する特定教育・保育給付認定保護

者にあっては、７７，１０１円） 

イ 次の（ア）又は（イ）に掲げる満３歳以上教育・

保育給付認定子どものうち、負担額算定基

準子ども又は小学校第３学年修了前子ども

（小学校、義務教育学校の前期課程又は特

別支援学校の小学部の第１学年から第３学

年までに在籍する子どもをいう。以下イに

おいて同じ。）が同一の世帯に３人以上い

る場合にそれぞれ（ア）又は（イ）に定める者に該

当するものに対する副食の提供（アに該当

するものを除く。） 

イ 次の（ア）又は（イ）に掲げる満３歳以上教育・

保育給付認定子どものうち、負担額算定基

準子ども又は小学校第３学年修了前子ども

（小学校、義務教育学校の前期課程又は特

別支援学校の小学部の第１学年から第３学

年までに在籍する子どもをいう。以下イに

おいて同じ。）が同一の世帯に３人以上い

る場合にそれぞれ（ア）又は（イ）に定める者に該

当するものに対する副食の提供（アに該当

するものを除く。） 

（ア） 法第１９条第１号に掲げる小学校就学

前子どもに該当する教育・保育給付認定

子ども 負担額算定基準子ども又は小学

校第３学年修了前子ども（そのうち最年

長者及び２番目の年長者である者を除く

。）である者 

（ア） 法第１９条第１項第１号に掲げる小学

校就学前子どもに該当する教育・保育給

付認定子ども 負担額算定基準子ども又

は小学校第３学年修了前子ども（そのう

ち最年長者及び２番目の年長者である者

を除く。）である者 

（イ） 法第１９条第２号に掲げる小学校就学 （イ） 法第１９条第１項第２号に掲げる小学
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前子どもに該当する教育・保育給付認定

子ども 負担額算定基準子ども（そのう

ち最年長者及び２番目の年長者である者

を除く。）である者 

校就学前子どもに該当する教育・保育給

付認定子ども 負担額算定基準子ども（

そのうち最年長者及び２番目の年長者で

ある者を除く。）である者 

ウ ＜省略＞ ウ ＜省略＞ 

⑷及び⑸ ＜省略＞ ⑷及び⑸ ＜省略＞ 

５及び６ ＜省略＞ ５及び６ ＜省略＞ 

（特定教育・保育の取扱方針） （特定教育・保育の取扱方針） 

第１５条 特定教育・保育施設は、次の各号に掲

げる施設の区分に応じて、それぞれ当該各号に

定めるものに基づき、小学校就学前子どもの心

身の状況等に応じて、特定教育・保育の提供を

適切に行わなければならない。 

第１５条 特定教育・保育施設は、次の各号に掲

げる施設の区分に応じて、それぞれ当該各号に

定めるものに基づき、小学校就学前子どもの心

身の状況等に応じて、特定教育・保育の提供を

適切に行わなければならない。 

⑴及び⑵ ＜省略＞ ⑴及び⑵ ＜省略＞ 

⑶ 幼稚園 幼稚園教育要領（学校教育法（昭

和２２年法律第２６号）第２５条第１項の規

定に基づき文部科学大臣が定める幼稚園の教

育課程その他の教育内容に関する事項をいう

。） 

⑶ 幼稚園 幼稚園教育要領（学校教育法（昭

和２２年法律第２６号）第２５条の規定に基

づき文部科学大臣が定める幼稚園の教育課程

その他の教育内容に関する事項をいう。） 

⑷ ＜省略＞ ⑷ ＜省略＞ 

２ ＜省略＞ ２ ＜省略＞ 

（運営規程） （運営規程） 

第２０条 特定教育・保育施設は、次に掲げる施

設の運営についての重要事項に関する規程（第

２３条において「運営規程」という。）を定め

ておかなければならない。 

第２０条 特定教育・保育施設は、次に掲げる施

設の運営についての重要事項に関する規程（第

２３条において「運営規程」という。）を定め

ておかなければならない。 

⑴から⑶まで ＜省略＞ ⑴から⑶まで ＜省略＞ 

⑷ 特定教育・保育の提供を行う日（法第１９

条第１号に掲げる小学校就学前子どもの区分

に係る利用定員を定めている施設にあっては

、学期を含む。以下この号において同じ。）

及び時間並びに特定教育・保育の提供を行わ

ない日 

⑷ 特定教育・保育の提供を行う日（法第１９

条第１項第１号に掲げる小学校就学前子ども

の区分に係る利用定員を定めている施設にあ

っては、学期を含む。以下この号において同

じ。）及び時間並びに特定教育・保育の提供

を行わない日 

⑸から⑾まで ＜省略＞ ⑸から⑾まで ＜省略＞ 
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  （懲戒に係る権限の濫用禁止） 

第２６条 削除 第２６条 特定教育・保育施設（幼保連携型認定

こども園及び保育所に限る。以下この条におい

て同じ。）の長たる特定教育・保育施設の管理

者は、教育・保育給付認定子どもに対し児童福

祉法第４７条第３項の規定により懲戒に関しそ

の教育・保育給付認定子どもの福祉のために必

要な措置を採るときは、身体的苦痛を与え、人

格を辱める等その権限を濫用してはならない。 

（特別利用保育の基準） （特別利用保育の基準） 

第３５条 特定教育・保育施設（保育所に限る。

以下この条において同じ。）が法第１９条第１

号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育

・保育給付認定子どもに対し特別利用保育を提

供する場合には、法第３４条第１項第３号に規

定する基準を遵守しなければならない。 

第３５条 特定教育・保育施設（保育所に限る。

以下この条において同じ。）が法第１９条第１

項第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当す

る教育・保育給付認定子どもに対し特別利用保

育を提供する場合には、法第３４条第１項第３

号に規定する基準を遵守しなければならない。 

２ 特定教育・保育施設が、前項の規定により特

別利用保育を提供する場合には、当該特別利用

保育に係る法第１９条第１号に掲げる小学校就

学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ど

も及び当該特定教育・保育施設を現に利用して

いる同条第２号に掲げる小学校就学前子どもに

該当する教育・保育給付認定子どもの総数が、

第４条第２項第３号の規定により定められた法

第１９条第２号に掲げる小学校就学前子どもに

係る利用定員の総数を超えないものとする。 

２ 特定教育・保育施設が、前項の規定により特

別利用保育を提供する場合には、当該特別利用

保育に係る法第１９条第１項第１号に掲げる小

学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認

定子ども及び当該特定教育・保育施設を現に利

用している同項第２号に掲げる小学校就学前子

どもに該当する教育・保育給付認定子どもの総

数が、第４条第２項第３号の規定により定めら

れた法第１９条第１項第２号に掲げる小学校就

学前子どもに係る利用定員の総数を超えないも

のとする。 

３ 特定教育・保育施設が、第１項の規定により

特別利用保育を提供する場合には、特定教育・

保育には特別利用保育を、施設型給付費には特

例施設型給付費（法第２８条第１項の特例施設

型給付費をいう。次条第３項において同じ。）

を、それぞれ含むものとして、本章（第６条第

３項及び第７条第２項を除く。）の規定を適用

する。この場合において、第６条第２項中「特

３ 特定教育・保育施設が、第１項の規定により

特別利用保育を提供する場合には、特定教育・

保育には特別利用保育を、施設型給付費には特

例施設型給付費（法第２８条第１項の特例施設

型給付費をいう。次条第３項において同じ。）

を、それぞれ含むものとして、本章（第６条第

３項及び第７条第２項を除く。）の規定を適用

する。この場合において、第６条第２項中「特
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定教育・保育施設（認定こども園又は幼稚園に

限る。以下この項において同じ。）」とあるの

は「特定教育・保育施設（特別利用保育を提供

している施設に限る。以下この項において同じ

。）」と、「同号に掲げる小学校就学前子ども

に該当する教育・保育給付認定子ども」とある

のは「同号又は同条第２号に掲げる小学校就学

前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども

」と、第１３条第２項中「法第２７条第３項第

１号に掲げる額」とあるのは「法第２８条第２

項第２号の内閣総理大臣が定める基準により算

定した費用の額」と、同条第４項第３号イ（ア）中

「教育・保育給付認定子ども」とあるのは「教

育・保育給付認定子ども（特別利用保育を受け

る者を除く。）」と、同号イ（イ）中「教育・保育

給付認定子ども」とあるのは「教育・保育給付

認定子ども（特別利用保育を受ける者を含む。

）」とする。 

定教育・保育施設（認定こども園又は幼稚園に

限る。以下この項において同じ。）」とあるの

は「特定教育・保育施設（特別利用保育を提供

している施設に限る。以下この項において同じ

。）」と、「同号に掲げる小学校就学前子ども

に該当する教育・保育給付認定子ども」とある

のは「同号又は同項第２号に掲げる小学校就学

前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども

」と、第１３条第２項中「法第２７条第３項第

１号に掲げる額」とあるのは「法第２８条第２

項第２号の内閣総理大臣が定める基準により算

定した費用の額」と、同条第４項第３号イ（ア）中

「教育・保育給付認定子ども」とあるのは「教

育・保育給付認定子ども（特別利用保育を受け

る者を除く。）」と、同号イ（イ）中「教育・保育

給付認定子ども」とあるのは「教育・保育給付

認定子ども（特別利用保育を受ける者を含む。

）」とする。 

（特別利用教育の基準） （特別利用教育の基準） 

第３６条 特定教育・保育施設（幼稚園に限る。

以下この条において同じ。）が法第１９条第２

号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育

・保育給付認定子どもに対し、特別利用教育を

提供する場合には、法第３４条第１項第２号に

規定する基準を遵守しなければならない。 

第３６条 特定教育・保育施設（幼稚園に限る。

以下この条において同じ。）が法第１９条第１

項第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当す

る教育・保育給付認定子どもに対し、特別利用

教育を提供する場合には、法第３４条第１項第

２号に規定する基準を遵守しなければならない

。 

２ 特定教育・保育施設が、前項の規定により特

別利用教育を提供する場合には、当該特別利用

教育に係る法第１９条第２号に掲げる小学校就

学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ど

も及び当該特定教育・保育施設を現に利用して

いる同条第１号に掲げる小学校就学前子どもに

該当する教育・保育給付認定子どもの総数が、

第４条第２項第２号の規定により定められた法

第１９条第１号に掲げる小学校就学前子どもに

２ 特定教育・保育施設が、前項の規定により特

別利用教育を提供する場合には、当該特別利用

教育に係る法第１９条第１項第２号に掲げる小

学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認

定子ども及び当該特定教育・保育施設を現に利

用している同項第１号に掲げる小学校就学前子

どもに該当する教育・保育給付認定子どもの総

数が、第４条第２項第２号の規定により定めら

れた法第１９条第１項第１号に掲げる小学校就
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係る利用定員の総数を超えないものとする。 学前子どもに係る利用定員の総数を超えないも

のとする。 

３ 特定教育・保育施設が、第１項の規定により

特別利用教育を提供する場合には、特定教育・

保育には特別利用教育を、施設型給付費には特

例施設型給付費を、それぞれ含むものとして、

本章（第６条第３項及び第７条第２項を除く。

）の規定を適用する。この場合において、第６

条第２項中「利用の申込みに係る法第１９条第

１号に掲げる小学校就学前子ども」とあるのは

「利用の申込みに係る法第１９条第２号に掲げ

る小学校就学前子ども」と、「同号に掲げる小

学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認

定子ども」とあるのは「同条第１号又は第２号

に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・

保育給付認定子ども」と、「同号」とあるのは

「同条第１号」と、第１３条第２項中「法第２

７条第３項第１号に掲げる額」とあるのは「法

第２８条第２項第３号の内閣総理大臣が定める

基準により算定した費用の額」と、同条第４項

第３号イ（ア）中「教育・保育給付認定子ども」と

あるのは「教育・保育給付認定子ども（特別利

用教育を受ける者を含む。）」と、同号イ（イ）中

「教育・保育給付認定子ども」とあるのは「教

育・保育給付認定子ども（特別利用教育を受け

る者を除く。）」とする。 

３ 特定教育・保育施設が、第１項の規定により

特別利用教育を提供する場合には、特定教育・

保育には特別利用教育を、施設型給付費には特

例施設型給付費を、それぞれ含むものとして、

本章（第６条第３項及び第７条第２項を除く。

）の規定を適用する。この場合において、第６

条第２項中「利用の申込みに係る法第１９条第

１項第１号に掲げる小学校就学前子ども」とあ

るのは「利用の申込みに係る法第１９条第１項

第２号に掲げる小学校就学前子ども」と、「同

号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育

・保育給付認定子ども」とあるのは「同項第１

号又は第２号に掲げる小学校就学前子どもに該

当する教育・保育給付認定子ども」と、「同号

」とあるのは「同項第１号」と、第１３条第２

項中「法第２７条第３項第１号に掲げる額」と

あるのは「法第２８条第２項第３号の内閣総理

大臣が定める基準により算定した費用の額」と

、同条第４項第３号イ（ア）中「教育・保育給付認

定子ども」とあるのは「教育・保育給付認定子

ども（特別利用教育を受ける者を含む。）」と

、同号イ（イ）中「教育・保育給付認定子ども」と

あるのは「教育・保育給付認定子ども（特別利

用教育を受ける者を除く。）」とする。 

第３７条 ＜省略＞ 第３７条 ＜省略＞ 

２ 特定地域型保育事業者は、特定地域型保育の

種類及び当該特定地域型保育の種類に係る特定

地域型保育事業を行う事業所（以下「特定地域

型保育事業所」という。）ごとに、法第１９条

第３号に掲げる小学校就学前子どもに係る利用

定員（事業所内保育事業を行う事業所にあって

は、家庭的保育事業等の設備及び運営に関する

基準第４２条の規定を踏まえ、その雇用する労

２ 特定地域型保育事業者は、特定地域型保育の

種類及び当該特定地域型保育の種類に係る特定

地域型保育事業を行う事業所（以下「特定地域

型保育事業所」という。）ごとに、法第１９条

第１項第３号に掲げる小学校就学前子どもに係

る利用定員（事業所内保育事業を行う事業所に

あっては、家庭的保育事業等の設備及び運営に

関する基準第４２条の規定を踏まえ、その雇用
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働者の監護する小学校就学前子どもを保育する

ため当該事業所内保育事業を自ら施設を設置し

て行う事業主に係る当該小学校就学前子ども（

当該事業所内保育事業が、事業主団体に係るも

のにあっては事業主団体の構成員である事業主

の雇用する労働者の監護する小学校就学前子ど

もとし、共済組合等（児童福祉法第６条の３第

１２項第１号ハに規定する共済組合等をいう。

）に係るものにあっては共済組合等の構成員（

同号ハに規定する共済組合等の構成員をいう。

）の監護する小学校就学前子どもとする。）及

びその他の小学校就学前子どもごとに定める法

第１９条第３号に掲げる小学校就学前子どもに

係る利用定員とする。）を、満１歳に満たない

小学校就学前子どもと満１歳以上の小学校就学

前子どもに区分して定めるものとする。 

する労働者の監護する小学校就学前子どもを保

育するため当該事業所内保育事業を自ら施設を

設置して行う事業主に係る当該小学校就学前子

ども（当該事業所内保育事業が、事業主団体に

係るものにあっては事業主団体の構成員である

事業主の雇用する労働者の監護する小学校就学

前子どもとし、共済組合等（児童福祉法第６条

の３第１２項第１号ハに規定する共済組合等を

いう。）に係るものにあっては共済組合等の構

成員（同号ハに規定する共済組合等の構成員を

いう。）の監護する小学校就学前子どもとする

。）及びその他の小学校就学前子どもごとに定

める法第１９条第１項第３号に掲げる小学校就

学前子どもに係る利用定員とする。）を、満１

歳に満たない小学校就学前子どもと満１歳以上

の小学校就学前子どもに区分して定めるものと

する。 

（正当な理由のない提供拒否の禁止等） （正当な理由のない提供拒否の禁止等） 

第３９条 ＜省略＞ 第３９条 ＜省略＞ 

２ 特定地域型保育事業者は、利用の申込みに係

る法第１９条第３号に掲げる小学校就学前子ど

も及び特定地域型保育事業所を現に利用してい

る満３歳未満保育認定子ども（特定満３歳以上

保育認定子どもを除く。以下この章において同

じ。）の総数が、当該特定地域型保育事業所の

同号に掲げる小学校就学前子どもの区分に係る

利用定員の総数を超える場合においては、教育

・保育給付認定に基づき、保育の必要の程度及

び家族等の状況を勘案し、保育を受ける必要性

が高いと認められる満３歳未満保育認定子ども

が優先的に利用できるよう、選考するものとす

る。 

２ 特定地域型保育事業者は、利用の申込みに係

る法第１９条第１項第３号に掲げる小学校就学

前子ども及び特定地域型保育事業所を現に利用

している満３歳未満保育認定子ども（特定満３

歳以上保育認定子どもを除く。以下この章にお

いて同じ。）の総数が、当該特定地域型保育事

業所の同号に掲げる小学校就学前子どもの区分

に係る利用定員の総数を超える場合においては

、教育・保育給付認定に基づき、保育の必要の

程度及び家族等の状況を勘案し、保育を受ける

必要性が高いと認められる満３歳未満保育認定

子どもが優先的に利用できるよう、選考するも

のとする。 

３及び４ ＜省略＞ ３及び４ ＜省略＞ 

（特別利用地域型保育の基準） （特別利用地域型保育の基準） 

第５１条 特定地域型保育事業者が法第１９条第第５１条 特定地域型保育事業者が法第１９条第
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１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教

育・保育給付認定子どもに対し特別利用地域型

保育を提供する場合には、法第４６条第１項に

規定する地域型保育事業の認可基準を遵守しな

ければならない。 

１項第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当

する教育・保育給付認定子どもに対し特別利用

地域型保育を提供する場合には、法第４６条第

１項に規定する地域型保育事業の認可基準を遵

守しなければならない。 

２ 特定地域型保育事業者が、前項の規定により

特別利用地域型保育を提供する場合には、当該

特別利用地域型保育に係る法第１９条第１号に

掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保

育給付認定子ども及び特定地域型保育事業所を

現に利用している満３歳未満保育認定子ども（

次条第１項の規定により特定利用地域型保育を

提供する場合にあっては、当該特定利用地域型

保育の対象となる法第１９条第２号に掲げる小

学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認

定子どもを含む。）の総数が、第３７条第２項

の規定により定められた利用定員の総数を超え

ないものとする。 

２ 特定地域型保育事業者が、前項の規定により

特別利用地域型保育を提供する場合には、当該

特別利用地域型保育に係る法第１９条第１項第

１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教

育・保育給付認定子ども及び特定地域型保育事

業所を現に利用している満３歳未満保育認定子

ども（次条第１項の規定により特定利用地域型

保育を提供する場合にあっては、当該特定利用

地域型保育の対象となる法第１９条第１項第２

号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育

・保育給付認定子どもを含む。）の総数が、第

３７条第２項の規定により定められた利用定員

の総数を超えないものとする。 

３ 特定地域型保育事業者が、第１項の規定によ

り特別利用地域型保育を提供する場合には、特

定地域型保育には特別利用地域型保育を、地域

型保育給付費には特例地域型保育給付費（法第

３０条第１項の特例地域型保育給付費をいう。

次条第３項において同じ。）を、それぞれ含む

ものとして、本章（第４０条第２項を除き、前

条において準用する第８条から第１４条まで（

第１０条及び第１３条を除く。）、第１７条か

ら第１９条まで及び第２３条から第３３条まで

を含む。次条第３項において同じ。）の規定を

適用する。この場合において、第３９条第２項

中「利用の申込みに係る法第１９条第３号に掲

げる小学校就学前子ども」とあるのは「利用の

申込みに係る法第１９条第１号に掲げる小学校

就学前子ども」と、「満３歳未満保育認定子ど

も（特定満３歳以上保育認定子どもを除く。以

３ 特定地域型保育事業者が、第１項の規定によ

り特別利用地域型保育を提供する場合には、特

定地域型保育には特別利用地域型保育を、地域

型保育給付費には特例地域型保育給付費（法第

３０条第１項の特例地域型保育給付費をいう。

次条第３項において同じ。）を、それぞれ含む

ものとして、本章（第４０条第２項を除き、前

条において準用する第８条から第１４条まで（

第１０条及び第１３条を除く。）、第１７条か

ら第１９条まで及び第２３条から第３３条まで

を含む。次条第３項において同じ。）の規定を

適用する。この場合において、第３９条第２項

中「利用の申込みに係る法第１９条第１項第３

号に掲げる小学校就学前子ども」とあるのは「

利用の申込みに係る法第１９条第１項第１号に

掲げる小学校就学前子ども」と、「満３歳未満

保育認定子ども（特定満３歳以上保育認定子ど
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下この章において同じ。）」とあるのは「法第

１９条第１号又は第３号に掲げる小学校就学前

子どもに該当する教育・保育給付認定子ども（

第５２条第１項の規定により特定利用地域型保

育を提供する場合にあっては、当該特定利用地

域型保育の対象となる法第１９条第２号に掲げ

る小学校就学前子どもに該当する教育・保育給

付認定子どもを含む。）」と、「教育・保育給

付認定に基づき、保育の必要の程度及び家族等

の状況を勘案し、保育を受ける必要性が高いと

認められる満３歳未満保育認定子どもが優先的

に利用できるよう、」とあるのは「抽選、申込

みを受けた順序により決定する方法、当該特定

地域型保育事業者の保育に関する理念、基本方

針等に基づく選考その他公正な方法により」と

、第４３条第１項中「教育・保育給付認定保護

者」とあるのは「教育・保育給付認定保護者（

特別利用地域型保育の対象となる法第１９条第

１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教

育・保育給付認定子どもに係る教育・保育給付

認定保護者を除く。）」と、同条第２項中「法

第２９条第３項第１号に掲げる額」とあるのは

「法第３０条第２項第２号の内閣総理大臣が定

める基準により算定した費用の額」と、同条第

３項中「前２項」とあるのは「前項」と、同条

第４項中「前３項」とあるのは「前２項」と、

「掲げる費用」とあるのは「掲げる費用及び食

事の提供（第１３条第４項第３号ア又はイに掲

げるものを除く。）に要する費用」と、同条第

５項中「前各項」とあるのは「前３項」とする

。 

もを除く。以下この章において同じ。）」とあ

るのは「法第１９条第１項第１号又は第３号に

掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保

育給付認定子ども（第５２条第１項の規定によ

り特定利用地域型保育を提供する場合にあって

は、当該特定利用地域型保育の対象となる法第

１９条第１項第２号に掲げる小学校就学前子ど

もに該当する教育・保育給付認定子どもを含む

。）」と、「教育・保育給付認定に基づき、保

育の必要の程度及び家族等の状況を勘案し、保

育を受ける必要性が高いと認められる満３歳未

満保育認定子どもが優先的に利用できるよう、

」とあるのは「抽選、申込みを受けた順序によ

り決定する方法、当該特定地域型保育事業者の

保育に関する理念、基本方針等に基づく選考そ

の他公正な方法により」と、第４３条第１項中

「教育・保育給付認定保護者」とあるのは「教

育・保育給付認定保護者（特別利用地域型保育

の対象となる法第１９条第１項第１号に掲げる

小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付

認定子どもに係る教育・保育給付認定保護者を

除く。）」と、同条第２項中「法第２９条第３

項第１号に掲げる額」とあるのは「法第３０条

第２項第２号の内閣総理大臣が定める基準によ

り算定した費用の額」と、同条第３項中「前２

項」とあるのは「前項」と、同条第４項中「前

３項」とあるのは「前２項」と、「掲げる費用

」とあるのは「掲げる費用及び食事の提供（第

１３条第４項第３号ア又はイに掲げるものを除

く。）に要する費用」と、同条第５項中「前各

項」とあるのは「前３項」とする。 

（特定利用地域型保育の基準） （特定利用地域型保育の基準） 

第５２条 特定地域型保育事業者が法第１９条第

２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教

育・保育給付認定子どもに対し特定利用地域型

第５２条 特定地域型保育事業者が法第１９条第

１項第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当

する教育・保育給付認定子どもに対し特定利用
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保育を提供する場合には、法第４６条第１項に

規定する地域型保育事業の認可基準を遵守しな

ければならない。 

地域型保育を提供する場合には、法第４６条第

１項に規定する地域型保育事業の認可基準を遵

守しなければならない。 

２ 特定地域型保育事業者が、前項の規定により

特定利用地域型保育を提供する場合には、当該

特定利用地域型保育に係る法第１９条第２号に

掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保

育給付認定子ども及び特定地域型保育事業所を

現に利用している同条第３号に掲げる小学校就

学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ど

も（前条第１項の規定により特別利用地域型保

育を提供する場合にあっては、当該特別利用地

域型保育の対象となる法第１９条第１号に掲げ

る小学校就学前子どもに該当する教育・保育給

付認定子どもを含む。）の総数が、第３７条第

２項の規定により定められた利用定員の総数を

超えないものとする。 

２ 特定地域型保育事業者が、前項の規定により

特定利用地域型保育を提供する場合には、当該

特定利用地域型保育に係る法第１９条第１項第

２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教

育・保育給付認定子ども及び特定地域型保育事

業所を現に利用している同項第３号に掲げる小

学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認

定子ども（前条第１項の規定により特別利用地

域型保育を提供する場合にあっては、当該特別

利用地域型保育の対象となる法第１９条第１項

第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する

教育・保育給付認定子どもを含む。）の総数が

、第３７条第２項の規定により定められた利用

定員の総数を超えないものとする。 

３ ＜省略＞ ３ ＜省略＞ 
  

附 則  

この条例は、令和５年４月１日から施行する。ただし、第２６条の改正

規定は、公布の日から施行する。  

 

（理 由）  

この案を提出するのは、子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５

号）、学校教育法（昭和２２年法律第２６号）及び特定教育・保育施設及

び特定地域型保育事業並びに特定子ども・子育て支援施設等の運営に関す

る基準（平成２６年内閣府令第３９号）の一部改正に伴い、瀬戸市特定教

育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例中

所要の事項を改正するため必要があるからである。  
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５年市長提出第８号議案 

瀬戸市いきいき瀬戸２１計画策定委員会条例の制定について 

瀬戸市いきいき瀬戸２１計画策定委員会条例を次のように定めるものと

する。 

令和５年２月１４日提出 

瀬戸市長 伊 藤 保 德  

瀬戸市いきいき瀬戸２１計画策定委員会条例 

（趣旨） 

第１条 この条例は、瀬戸市いきいき瀬戸２１計画策定委員会（以下「委

員会」という。）の組織及び運営に関し、必要な事項を定めるものとす

る。 

（設置） 

第２条 健康増進法（平成１４年法律第１０３号）第８条第２項に規定す

る市町村健康増進計画である「いきいき瀬戸２１ 健康日本２１瀬戸市

計画」（以下「計画」という。）の策定等に関する事項について調査審

議するため、委員会を設置する。 

 （担任事務） 

第３条 委員会は、市長の諮問に応じて、次に掲げる事項について調査審

議を行う。 

 ⑴ 計画の策定に関すること。 

 ⑵ 前号に掲げるもののほか、計画の策定に関し必要と認められる事項

に関すること。 

 （組織） 

第４条 委員会は、１０人以内の委員で組織する。 

２ 委員会の委員は、次に掲げる者の中から市長が委嘱する。 
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 ⑴ 医療関係者 

 ⑵ 教育関係者 

 ⑶ 地域の健康づくり推進に携わるボランティア団体の構成員 

 ⑷ 愛知県瀬戸保健所の職員 

⑸ 前各号に掲げる者のほか、市長が必要と認める者 

 （任期） 

第５条 委員の任期は、第３条に規定する担任事務の終了をもって終わる

ものとする。 

２ 委員が欠けた場合における補欠委員の任期は、前任者の残任期間とす

る。 

 （委員長及び副委員長） 

第６条 委員会に委員長及び副委員長を置き、委員の互選により選任する。 

２ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、又は委員長

が欠けたときは、その職務を代理する。 

 （会議） 

第７条 委員会の会議（以下「会議」という。）は、委員長が招集し、委

員長が議長となる。 

２ 会議は、委員の半数以上が出席しなければ開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の

決するところによる。 

（会議の招集の特例） 

第８条 委員長は、緊急の必要があり会議を招集するいとまがない場合そ

の他やむを得ない理由のある場合は、議事の概要を記載した書面を各委

員に送付し、その意見を聴き、又は賛否を問い、会議に代えることがで
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きる。 

２ 前条第２項及び第３項の規定は、前項の場合について準用する。 

 （関係者の出席） 

第９条 委員会は、必要があると認めるときは、関係者の出席を求め、説

明又は意見を聴くことができる。 

 （議事録） 

第１０条 委員会は、会議の終了後、速やかに議事録を作成する。 

 （庶務） 

第１１条 委員会の庶務は、健康福祉部健康課において処理する。 

 （委任） 

第１２条 この条例に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項

は、委員長が委員会に諮って定める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

 （最初に開かれる会議の招集） 

２ 委員が委嘱された後の最初に開かれる会議は、第７条第１項の規定に

かかわらず、市長が招集する。 

 

（理 由） 

 この案を提出するのは、「いきいき瀬戸２１ 健康日本２１瀬戸市計

画」を策定等するに当たり、瀬戸市いきいき瀬戸２１計画策定委員会を設

置するため必要があるからである。 
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瀬戸市いきいき瀬戸２１計画策定委員会条例案要綱 

この条例は、「いきいき瀬戸２１ 健康日本２１瀬戸市計画」（以下

「計画」という。）の策定等に当たり設置する瀬戸市いきいき瀬戸２１

計画策定委員会（以下「委員会」という。）について、その組織及び運

営に関し、おおむね次の事項を定めようとするものである。 

第１ 担任事務について 

   委員会の担任事務は、計画の策定及び計画の策定に関し必要と認め

られる事項について調査審議するもの。（第３条関係） 

第２ 組織について 

委員会は、委員１０人以内で組織し、委員長及び副委員長を置くも 

の。（第４条及び第６条関係） 

第３ 会議について 

委員会の会議は、委員長が招集し、半数以上の委員の出席を要件と

し、議事は出席委員の過半数で決することとするもの。（第７条関

係） 

第４ 庶務について 

   委員会の庶務は、健康福祉部健康課において処理するもの。（第１

１条関係） 

第５ その他 

その他所要の事項を規定し、施行期日を令和５年４月１日とし、所

要の経過措置を設けるもの。 
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令和５年市長提出第９号議案 

瀬戸市せとまち人材応援助成金基金条例の一部改正について 

瀬戸市せとまち人材応援助成金基金条例の一部を改正する条例を次のよ

うに定めるものとする。 

令和５年２月１４日提出 

瀬戸市長 伊 藤 保 德  

瀬戸市せとまち人材応援助成金基金条例の一部を改正する条例 

瀬戸市せとまち人材応援助成金基金条例（平成２９年瀬戸市条例第８

号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。

改正後 改正前 

（設置） （設置） 

第２条 本市は、大学生等の市内企業への就職を

促進し、若者の本市への定着を図るとともに、

将来の地域産業の担い手を育成し、及び確保す

るため、瀬戸市せとまち人材応援助成金基金（

以下「基金」という。）を設置する。 

第２条 本市は、奨学金返還に要する費用を助成

することで、大学生等の市内企業への就職を促

進し、若者の本市への定着を図るとともに、将

来の地域産業の担い手を育成し、及び確保する

ため、瀬戸市せとまち人材応援助成金基金（以

下「基金」という。）を設置する。 

 （処分）  （処分） 

第７条 基金は、第２条に規定する目的を達成す

るための経費の財源に充てる場合に限り、これ

を処分することができる。 

第７条 基金は、奨学金返還の助成に要する財源

に充てる場合に限り、これを処分することがで

きる。 
  

附 則 

この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

 

（理 由） 
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この案を提出するのは、瀬戸市せとまち人材応援助成金基金の使途を拡

大するに当たり、瀬戸市せとまち人材応援助成金基金条例中所要の事項を

改正するため必要があるからである。 
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５年市長提出第１０号議案 

   瀬戸市手数料徴収条例の一部改正について 

 瀬戸市手数料徴収条例の一部を改正する条例を次のように定めるものと

する。 

  令和５年２月１４日提出 

瀬戸市長 伊 藤 保 德  

瀬戸市手数料徴収条例の一部を改正する条例 

瀬戸市手数料徴収条例（平成１２年瀬戸市条例第１２号）の一部を次の

ように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。

改正後 改正前 

別表（第２条関係） 別表（第２条関係） 

種類 金額 

＜省略＞ 

建築基準法第８６条

第１項の規定に基づ

く一の敷地とみなす

こと等による制限の

緩和の認定の申請に

対する審査に係る１

団地内に建築等をす

る１又は２以上の建

築物の特例認定申請

手数料 

＜省略＞ 

建築基準法第８６条

第２項の規定に基づ

く一の敷地とみなす

こと等による制限の

緩和の認定の申請に

建築物（建築等をするもの

をいう。以下この項におい

て同じ。）の数が１のとき

は７８，０００円、建築物

の数が２以上のときは７８

種類 金額 

＜省略＞ 

建築基準法第８６条

第１項の規定に基づ

く一の敷地とみなす

こと等による制限の

緩和の認定の申請に

対する審査に係る１

団地内に建築される

１又は２以上の建築

物の特例認定申請手

数料 

＜省略＞ 

建築基準法第８６条

第２項の規定に基づ

く一の敷地とみなす

こと等による制限の

緩和の認定の申請に

建築物（既存建築物を除く

。以下この項において同じ

。）の数が１のときは７８

，０００円、建築物の数が

２以上のときは７８，００
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対する審査に係る既

存建築物を前提とし

て総合的見地から設

計した建築物の特例

認定申請手数料 

，０００円に１を超える建

築物の数に２８，０００円

を乗じて得た額を加算した

額 

建築基準法第８６条

の２第１項の規定に

基づく一敷地内認定

建築物以外の建築物

の建築の認定の申請

に対する審査に係る

一敷地内認定建築物

以外の建築物の新築

又は一敷地内認定建

築物について増築等

をする場合の認定申

請手数料 

建築物（一敷地内認定建築

物以外の新築又は一敷地内

認定建築物について増築等

をするものをいう。以下こ

の項において同じ。）の数

が１のときは７８，０００

円、建築物の数が２以上の

ときは７８，０００円に１

を超える建築物の数に２８

，０００円を乗じて得た額

を加算した額 

＜省略＞ 

都市の

低炭素

化の促

進に関

する法

律（平

成２４

年法律

第８４

号）第

５３条

第１項

の規定

に基づ

く低炭

素化の

ための

＜省略＞ ＜省略＞ 

その他の場合 ⑴ 一戸建て住宅 建築物

エネルギー消費性能基準

等を定める省令（平成２

８年経済産業省・国土交

通省第１号。以下この表

において「建築物省エネ

法基準省令」という。）

第１０条第２号イ⑵及び

ロ⑵に定める基準に係る

ものは１件につき１９，

１００円、その他のもの

は１件につき３７，１０

０円 

⑵ 共同住宅等 建築物全

体又は複合建築物の住宅

部分に係るもののうち全

対する審査に係る既

存建築物を前提とし

て総合的見地から設

計した建築物の特例

認定申請手数料 

０円に１を超える建築物の

数に２８，０００円を乗じ

て得た額を加算した額 

建築基準法第８６条

の２第１項の規定に

基づく一敷地内認定

建築物以外の建築物

の建築の認定の申請

に対する審査に係る

一敷地内認定建築物

以外の建築物の建築

認定申請手数料 

 

 

 

建築物（一敷地内認定建築

物を除く。以下この項にお

いて同じ。）の数が１のと

きは７８，０００円、建築

物の数が２以上のときは７

８，０００円に１を超える

建築物の数に２８，０００

円を乗じて得た額を加算し

た額 

＜省略＞ 

都市の

低炭素

化の促

進に関

する法

律（平

成２４

年法律

第８４

号）第

５３条

第１項

の規定

に基づ

く低炭

素化の

ための

＜省略＞ ＜省略＞ 

その他の場合 ⑴ 一戸建て住宅 １件に

つき３７，１００円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑵ 共同住宅等 建築物全

体又は複合建築物の住宅

部分に係るもののうち１
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建築物

の新築

等の計

画認定

申請手

数料 

住戸が建築物省エネ法基

準省令第１０条第２号イ

⑵及びロ⑵に定める基準

に係るものであるものの

１棟の戸数が１のときは

１件につき１９，１００

円、１棟の総戸数が２以

上５以下のときは１件に

つき３５，９００円、１

棟の総戸数が６以上１０

以下のときは１件につき

５１，９００円、１棟の

総戸数が１１以上２５以

下のときは１件につき７

４，６００円、１棟の総

戸数が２６以上５０以下

のときは１件につき１１

２，６００円、１棟の総

戸数が５１以上１００以

下のときは１件につき１

７０，３００円、１棟の

総戸数が１０１以上２０

０以下のときは１件につ

き２４２，６００円、１

棟の総戸数が２０１以上

３００以下のときは１件

につき３１３，４００円

、１棟の総戸数が３０１

以上のときは１件につき

３５６，５００円、建築

物全体又は複合建築物の

住宅部分に係るもののう

ちその他のものの１棟の

戸数が１のときは１件に

つき３７，１００円、１

建築物

の新築

等の計

画認定

申請手

数料 

棟の戸数が１のときは１

件につき３７，１００円

、１棟の総戸数が２以上

５以下のときは１件につ

き７４，９００円、１棟

の総戸数が６以上１０以

下のときは１件につき１

０５，４００円、１棟の

総戸数が１１以上２５以

下のときは１件につき１

４８，３００円、１棟の

総戸数が２６以上５０以

下のときは１件につき２

１３，０００円、１棟の

総戸数が５１以上１００

以下のときは１件につき

３０５，２００円、１棟

の総戸数が１０１以上２

００以下のときは１件に

つき４１３，５００円、

１棟の総戸数が２０１以

上３００以下のときは１

件につき５４２，１００

円、１棟の総戸数が３０

１以上のときは１件につ

き６３６，５００円、複

合建築物の非住宅部分に

係るもののうち非住宅部

分の全部が建築物エネル

ギー消費性能基準等を定

める省令（平成２８年経

済産業省・国土交通省令

第１号。以下この表にお

いて「建築物省エネ法基 

準省令」という。）第
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棟の総戸数が２以上５以

下のときは１件につき７

４，９００円、１棟の総

戸数が６以上１０以下の

ときは１件につき１０５

，４００円、１棟の総戸

数が１１以上２５以下の

ときは１件につき１４８

，３００円、１棟の総戸

数が２６以上５０以下の

ときは１件につき２１３

，０００円、１棟の総戸

数が５１以上１００以下

のときは１件につき３０

５，２００円、１棟の総

戸数が１０１以上２００

以下のときは１件につき

４１３，５００円、１棟

の総戸数が２０１以上３

００以下のときは１件に

つき５４２，１００円、

１棟の総戸数が３０１以

上のときは１件につき６

３６，５００円、複合建

築物の非住宅部分に係る

もののうち非住宅部分の

全部が建築物省エネ法基 

準省令第１０条第１号

イ⑵及びロ⑵に定める

基準に係るものである

ものの非住宅部分の床

面積の合計が３００平

方メートル以内のとき

は１件につき９５，０

００円、非住宅部分の

１０条第１号イ⑵及び

ロ⑵に定める基準に係

るものであるものの非

住宅部分の床面積の合

計が３００平方メート

ル以内のときは１件に

つき９５，０００円、

非住宅部分の床面積の

合計が３００平方メー

トルを超え１，０００

平方メートル以内のと

きは１件につき１２１

，０００円、非住宅部

分の床面積の合計が１

，０００平方メートル

を超え２，０００平方

メートル以内のときは

１件につき１５９，３

００円、非住宅部分の

床面積の合計が２，０

００平方メートルを超

え５，０００平方メー

トル以内のときは１件

につき２５７，９００

円、非住宅部分の床面

積の合計が５，０００

平方メートルを超え１

０，０００平方メート

ル以内のときは１件に

つき３３６，８００円

、非住宅部分の床面積

の合計が１０，０００

平方メートルを超え２

５，０００平方メート

ル以内のときは１件に
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床面積の合計が３００

平方メートルを超え１

，０００平方メートル

以内のときは１件につ

き１２１，０００円、

非住宅部分の床面積の

合計が１，０００平方

メートルを超え２，０

００平方メートル以内

のときは１件につき１

５９，３００円、非住

宅部分の床面積の合計

が２，０００平方メー

トルを超え５，０００

平方メートル以内のと

きは１件につき２５７

，９００円、非住宅部

分の床面積の合計が５

，０００平方メートル

を超え１０，０００平

方メートル以内のとき

は１件につき３３６，

８００円、非住宅部分

の床面積の合計が１０

，０００平方メートル

を超え２５，０００平

方メートル以内のとき

は１件につき４０４，

７００円、非住宅部分

の床面積の合計が２５

，０００平方メートル

を超えるときは１件に

つき４７４，８００円

、複合建築物の非住宅

部分に係るもののうち

つき４０４，７００円

、非住宅部分の床面積

の合計が２５，０００

平方メートルを超える

ときは１件につき４７

４，８００円、複合建

築物の非住宅部分に係

るもののうちその他の

ものの非住宅部分の床

面積の合計が３００平

方メートル以内のとき

は１件につき２４８，

４００円、非住宅部分

の床面積の合計が３０

０平方メートルを超え

１，０００平方メート

ル以内のときは１件に

つき３１１，２００円

、非住宅部分の床面積

の合計が１，０００平

方メートルを超え２，

０００平方メートル以

内のときは１件につき

４０１，８００円、非

住宅部分の床面積の合

計が２，０００平方メ

ートルを超え５，００

０平方メートル以内の

ときは１件につき５７

３，４００円、非住宅

部分の床面積の合計が

５，０００平方メート

ルを超え１０，０００

平方メートル以内のと

きは１件につき７０６
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その他のものの非住宅

部分の床面積の合計が

３００平方メートル以

内のときは１件につき

２４８，４００円、非

住宅部分の床面積の合

計が３００平方メート

ルを超え１，０００平

方メートル以内のとき

は１件につき３１１，

２００円、非住宅部分

の床面積の合計が１，

０００平方メートルを

超え２，０００平方メ

ートル以内のときは１

件につき４０１，８０

０円、非住宅部分の床

面積の合計が２，００

０平方メートルを超え

５，０００平方メート

ル以内のときは１件に

つき５７３，４００円

、非住宅部分の床面積

の合計が５，０００平

方メートルを超え１０

，０００平方メートル

以内のときは１件につ

き７０６，３００円、

非住宅部分の床面積の

合計が１０，０００平

方メートルを超え２５

，０００平方メートル

以内のときは１件につ

き８３４，９００円、

非住宅部分の床面積の

，３００円、非住宅部

分の床面積の合計が１

０，０００平方メート

ルを超え２５，０００

平方メートル以内のと

きは１件につき８３４

，９００円、非住宅部

分の床面積の合計が２

５，０００平方メート

ルを超えるときは１件

につき９５２，４００

円 
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合計が２５，０００平

方メートルを超えると

きは１件につき９５２

，４００円 

⑶及び⑷ ＜省略＞ 

都市の

低炭素

化の促

進に関

する法

律第５

５条第

１項の

規定に

基づく

低炭素

化のた

めの建

築物の

新築等

の計画

変更認

定申請

手数料 

＜省略＞ ＜省略＞ 

その他の場合 ⑴ 一戸建て住宅 建築物

省エネ法基準省令第１０

条第２号イ⑵及びロ⑵に

定める基準に係るものは

１件につき１０，１００

円、その他のものは１件

につき１９，２００円 

⑵ 共同住宅等 住戸のみ

に係るもののうち申請に

係る戸数が１のときは１

件につき１９，２００円

、申請に係る戸数が２以

上５以下のときは１件に

つき３８，５００円、申

請に係る戸数が６以上１

０以下のときは１件につ

き５４，５００円、申請

に係る戸数が１１以上２

５以下のときは１件につ

き７７，１００円、申請

に係る戸数が２６以上５

０以下のときは１件につ

き１１１，４００円、申

請に係る戸数が５１以上

１００以下のときは１件

につき１６１，３００円

、申請に係る戸数が１０

１以上２００以下のとき

は１件につき２２０，６

 

 

 

 

⑶及び⑷ ＜省略＞ 

都市の

低炭素

化の促

進に関

する法

律第５

５条第

１項の

規定に

基づく

低炭素

化のた

めの建

築物の

新築等

の計画

変更認

定申請

手数料 

＜省略＞ ＜省略＞ 

その他の場合 ⑴ 一戸建て住宅 １件に

つき１９，２００円 

 

 

 

 

 

⑵ 共同住宅等 住戸のみ

に係るもののうち申請に

係る戸数が１のときは１

件につき１９，２００円

、申請に係る戸数が２以

上５以下のときは１件に

つき３８，５００円、申

請に係る戸数が６以上１

０以下のときは１件につ

き５４，５００円、申請

に係る戸数が１１以上２

５以下のときは１件につ

き７７，１００円、申請

に係る戸数が２６以上５

０以下のときは１件につ

き１１１，４００円、申

請に係る戸数が５１以上

１００以下のときは１件

につき１６１，３００円

、申請に係る戸数が１０

１以上２００以下のとき

は１件につき２２０，６
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００円、申請に係る戸数

が２０１以上３００以下

のときは１件につき２８

８，５００円、申請に係

る戸数が３０１以上のと

きは１件につき３３６，

９００円、建築物全体、

建築物全体及び住戸又は

複合建築物の住宅部分に

係るもののうち全住戸が

建築物省エネ法基準省令

第１０条第２号イ⑵及び

ロ⑵に定める基準に係る

ものであるものの１棟の

戸数が１のときは１件に

つき１０，１００円、１

棟の総戸数が２以上５以

下のときは１件につき１

９，０００円、１棟の総

戸数が６以上１０以下の

ときは１件につき２７，

７００円、１棟の総戸数

が１１以上２５以下のと

きは１件につき４０，２

００円、１棟の総戸数が

２６以上５０以下のとき

は１件につき６１，３０

０円、１棟の総戸数が５

１以上１００以下のとき

は１件につき９３，９０

０円、１棟の総戸数が１

０１以上２００以下のと

きは１件につき１３５，

２００円、１棟の総戸数

が２０１以上３００以下

００円、申請に係る戸数

が２０１以上３００以下

のときは１件につき２８

８，５００円、申請に係

る戸数が３０１以上のと

きは１件につき３３６，

９００円、建築物全体、

建築物全体及び住戸又は

複合建築物の住宅部分に

係るもののうち１棟の戸

数が１のときは１件につ

き１９，２００円、１棟

の総戸数が２以上５以下

のときは１件につき３８

，５００円、１棟の総戸

数が６以上１０以下のと

きは１件につき５４，５

００円、１棟の総戸数が

１１以上２５以下のとき

は１件につき７７，１０

０円、１棟の総戸数が２

６以上５０以下のときは

１件につき１１１，４０

０円、１棟の総戸数が５

１以上１００以下のとき

は１件につき１６１，３

００円、１棟の総戸数が

１０１以上２００以下の

ときは１件につき２２０

，６００円、１棟の総戸

数が２０１以上３００以

下のときは１件につき２

８８，５００円、１棟の

総戸数が３０１以上のと

きは１件につき３３６，



３９ 

 

のときは１件につき１７

４，２００円、１棟の総

戸数が３０１以上のとき

は１件につき１９７，０

００円、建築物全体、建

築物全体及び住戸又は複

合建築物の住宅部分に係

るもののうちその他のも

のの１棟の戸数が１のと

きは１件につき１９，２

００円、１棟の総戸数が

２以上５以下のときは１

件につき３８，５００円

、１棟の総戸数が６以上

１０以下のときは１件に

つき５４，５００円、１

棟の総戸数が１１以上２

５以下のときは１件につ

き７７，１００円、１棟

の総戸数が２６以上５０

以下のときは１件につき

１１１，４００円、１棟

の総戸数が５１以上１０

０以下のときは１件につ

き１６１，３００円、１

棟の総戸数が１０１以上

２００以下のときは１件

につき２２０，６００円

、１棟の総戸数が２０１

以上３００以下のときは

１件につき２８８，５０

０円、１棟の総戸数が３

０１以上のときは１件に

つき３３６，９００円、

複合建築物の非住宅部分

９００円、複合建築物の

非住宅部分に係るものの

うち非住宅部分の全部が

建築物省エネ法基準省令

第１０条第１号イ⑵及び

ロ⑵に定める基準に係る

ものであるものの非住宅

部分の床面積の合計が３

００平方メートル以内の

ときは１件につき４８，

６００円、非住宅部分の

床面積の合計が３００平

方メートルを超え１，０

００平方メートル以内の

ときは１件につき６２，

３００円、非住宅部分の

床面積の合計が１，００

０平方メートルを超え２

，０００平方メートル以

内のときは１件につき８

２，６００円、非住宅部

分の床面積の合計が２，

０００平方メートルを超

え５，０００平方メート

ル以内のときは１件につ

き１３７，７００円、非

住宅部分の床面積の合計

が５，０００平方メート

ルを超え１０，０００平

方メートル以内のときは

１件につき１８２，３０

０円、非住宅部分の床面

積の合計が１０，０００

平方メートルを超え２５

，０００平方メートル以



４０ 

 

に係るもののうち非住宅

部分の全部が建築物省エ

ネ法基準省令第１０条第

１号イ⑵及びロ⑵に定め

る基準に係るものである

ものの非住宅部分の床面

積の合計が３００平方メ

ートル以内のときは１件

につき４８，６００円、

非住宅部分の床面積の合

計が３００平方メートル

を超え１，０００平方メ

ートル以内のときは１件

につき６２，３００円、

非住宅部分の床面積の合

計が１，０００平方メー

トルを超え２，０００平

方メートル以内のときは

１件につき８２，６００

円、非住宅部分の床面積

の合計が２，０００平方

メートルを超え５，００

０平方メートル以内のと

きは１件につき１３７，

７００円、非住宅部分の

床面積の合計が５，００

０平方メートルを超え１

０，０００平方メートル

以内のときは１件につき

１８２，３００円、非住

宅部分の床面積の合計が

１０，０００平方メート

ルを超え２５，０００平

方メートル以内のときは

１件につき２１９，９０

内のときは１件につき２

１９，９００円、非住宅

部分の床面積の合計が２

５，０００平方メートル

を超えるときは１件につ

き２５９，３００円、複

合建築物の非住宅部分に

係るもののうちその他の

ものの非住宅部分の床面

積の合計が３００平方メ

ートル以内のときは１件

につき１２５，２００円

、非住宅部分の床面積の

合計が３００平方メート

ルを超え１，０００平方

メートル以内のときは１

件につき１５７，４００

円、非住宅部分の床面積

の合計が１，０００平方

メートルを超え２，００

０平方メートル以内のと

きは１件につき２０３，

８００円、非住宅部分の

床面積の合計が２，００

０平方メートルを超え５

，０００平方メートル以

内のときは１件につき２

９５，５００円、非住宅

部分の床面積の合計が５

，０００平方メートルを

超え１０，０００平方メ

ートル以内のときは１件

につき３６７，１００円

、非住宅部分の床面積の

合計が１０，０００平方



４１ 

 

０円、非住宅部分の床面

積の合計が２５，０００

平方メートルを超えると

きは１件につき２５９，

３００円、複合建築物の

非住宅部分に係るものの

うちその他のものの非住

宅部分の床面積の合計が

３００平方メートル以内

のときは１件につき１２

５，２００円、非住宅部

分の床面積の合計が３０

０平方メートルを超え１

，０００平方メートル以

内のときは１件につき１

５７，４００円、非住宅

部分の床面積の合計が１

，０００平方メートルを

超え２，０００平方メー

トル以内のときは１件に

つき２０３，８００円、

非住宅部分の床面積の合

計が２，０００平方メー

トルを超え５，０００平

方メートル以内のときは

１件につき２９５，５０

０円、非住宅部分の床面

積の合計が５，０００平

方メートルを超え１０，

０００平方メートル以内

のときは１件につき３６

７，１００円、非住宅部

分の床面積の合計が１０

，０００平方メートルを

超え２５，０００平方メ

メートルを超え２５，０

００平方メートル以内の

ときは１件につき４３５

，０００円、非住宅部分

の床面積の合計が２５，

０００平方メートルを超

えるときは１件につき４

９８，２００円 
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ートル以内のときは１件

につき４３５，０００円

、非住宅部分の床面積の

合計が２５，０００平方

メートルを超えるときは

１件につき４９８，２０

０円 

⑶及び⑷ ＜省略＞ 

＜省略＞ 

建築物

のエネ

ルギー

消費性

能の向

上に関

する法

律第３

４条第

１項の

規定に

基づく

建築物

エネル

ギー消

費性能

向上計

画認定

申請手

数料 

＜省略＞ ＜省略＞ 

その他

の場合 

建築物

省エネ

法基準

省令第

１条第

１項第

２号イ

⑴及び

ロ⑴に

定める

基準に

係るも

の 

⑴ 一戸建て住宅 建築物

省エネ法基準省令第１０

条第２号イ⑵及びロ⑵に

定める基準に係るものは

１件につき１９，１００

円、その他のものは１件

につき３７，１００円 

⑵ 共同住宅等 建築物全

体又は複合建築物の住宅

部分に係るもののうち全

住戸が建築物省エネ法基

準省令第１０条第２号イ

⑵及びロ⑵に定める基準

に係るものであるものの

１棟の戸数が１のときは

１件につき１９，１００

円、１棟の総戸数が２以

上５以下のときは１件に

つき３５，９００円、１

棟の総戸数が６以上１０

以下のときは１件につき

５１，９００円、１棟の

総戸数が１１以上２５以

下のときは１件につき７

４，６００円、１棟の総

 

 

 

 

 

 

 

⑶及び⑷ ＜省略＞ 

＜省略＞ 

建築物

のエネ

ルギー

消費性

能の向

上に関

する法

律第３

４条第

１項の

規定に

基づく

建築物

エネル

ギー消

費性能

向上計

画認定

申請手

数料 

＜省略＞ ＜省略＞ 

その他

の場合 

建築物

省エネ

法基準

省令第

１条第

１項第

２号イ

⑴及び

ロ⑴に

定める

基準に

係るも

の 

⑴ 一戸建て住宅 １件に

つき３７，１００円 

 

 

 

 

 

⑵ 共同住宅等 建築物全

体又は複合建築物の住宅

部分に係るもののうち１

棟の戸数が１のときは１

件につき３７，１００円

、１棟の総戸数が２以上

５以下のときは１件につ

き７４，９００円、１棟

の総戸数が６以上１０以

下のときは１件につき１

０５，４００円、１棟の

総戸数が１１以上２５以

下のときは１件につき１

４８，３００円、１棟の

総戸数が２６以上５０以

下のときは１件につき２

１３，０００円、１棟の

総戸数が５１以上１００
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戸数が２６以上５０以下

のときは１件につき１１

２，６００円、１棟の総

戸数が５１以上１００以

下のときは１件につき１

７０，３００円、１棟の

総戸数が１０１以上２０

０以下のときは１件につ

き２４２，６００円、１

棟の総戸数が２０１以上

３００以下のときは１件

につき３１３，４００円

、１棟の総戸数が３０１

以上のときは１件につき

３５６，５００円、建築

物全体又は複合建築物の

住宅部分に係るもののう

ちその他のものの１棟の

戸数が１のときは１件に

つき３７，１００円、１

棟の総戸数が２以上５以

下のときは１件につき７

４，９００円、１棟の総

戸数が６以上１０以下の

ときは１件につき１０５

，４００円、１棟の総戸

数が１１以上２５以下の

ときは１件につき１４８

，３００円、１棟の総戸

数が２６以上５０以下の

ときは１件につき２１３

，０００円、１棟の総戸

数が５１以上１００以下

のときは１件につき３０

５，２００円、１棟の総

以下のときは１件につき

３０５，２００円、１棟

の総戸数が１０１以上２

００以下のときは１件に

つき４１３，５００円、

１棟の総戸数が２０１以

上３００以下のときは１

件につき５４２，１００

円、１棟の総戸数が３０

１以上のときは１件につ

き６３６，５００円、複

合建築物の非住宅部分に

係るもののうち非住宅部

分の全部が建築物省エネ

法基準省令第１０条第１

号イ⑵及びロ⑵に定める

基準に係るものの非住宅

部分の床面積の合計が３

００平方メートル以内の

ときは１件につき９５，

０００円、建築物の床面

積の合計が３００平方メ

ートルを超え１，０００

平方メートル以内のとき

は１件につき１２１，０

００円、建築物の床面積 

の合計が１，０００平

方メートルを超え２，

０００平方メートル以

内のときは１件につき

１５９，３００円、建

築物の床面積の合計が

２，０００平方メート

ルを超え５，０００平

方メートル以内のとき
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戸数が１０１以上２００

以下のときは１件につき

４１３，５００円、１棟

の総戸数が２０１以上３

００以下のときは１件に

つき５４２，１００円、

１棟の総戸数が３０１以

上のときは１件につき６

３６，５００円、複合建

築物の非住宅部分に係る

もののうち非住宅部分の

全部が建築物省エネ法基

準省令第１０条第１号イ

⑵及びロ⑵に定める基準

に係るものの非住宅部分

の床面積の合計が３００

平方メートル以内のとき

は１件につき９５，００

０円、建築物の床面積の

合計が３００平方メート

ルを超え１，０００平方

メートル以内のときは１

件につき１２１，０００

円、建築物床面積の合計

が１，０００平方メート

ルを超え２，０００平方

メートル以内のときは１

件につき１５９，３００

円、建築物の床面積の合

計が２，０００平方メー

トルを超え５，０００平

方メートル以内のときは

１件につき２５７，９０

０円、建築物の床面積の

合計が５，０００平方メ

は１件につき２５７，

９００円、建築物の床

面積の合計が５，００

０平方メートルを超え

１０，０００平方メー

トル以内のときは１件

につき３３６，８００

円、建築物の床面積の

合計が１０，０００平

方メートルを超え２５

，０００平方メートル

以内のときは１件につ

き４０４，７００円、

建築物の床面積の合計

が２５，０００平方メ

ートルを超えるときは

１件につき４７４，８

００円、複合建築物の

住宅部分に係るものの

うちその他のものの非

住宅部分の床面積の合

計が３００平方メート

ル以内のときは１件に

つき２４８，４００円

、非住宅部分の床面積

の合計が３００平方メ

ートルを超え１，００

０平方メートル以内の

ときは１件につき３１

１，２００円、非住宅

部分の床面積の合計が

１，０００平方メート

ルを超え２，０００平

方メートル以内のとき

は１件につき４０１，
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ートルを超え１０，００

０平方メートル以内のと

きは１件につき３３６，

８００円、建築物の床面

積の合計が１０，０００

平方メートルを超え２５

，０００平方メートル以

内のときは１件につき４

０４，７００円、建築物

の床面積の合計が２５，

０００平方メートルを超

えるときは１件につき４

７４，８００円、複合建

築物の住宅部分に係るも

ののうちその他のものの

非住宅部分の床面積の合

計が３００平方メートル

以内のときは１件につき

２４８，４００円、非住

宅部分の床面積の合計が

３００平方メートルを超

え１，０００平方メート

ル以内のときは１件につ

き３１１，２００円、非

住宅部分の床面積の合計

が１，０００平方メート

ルを超え２，０００平方

メートル以内のときは１

件につき４０１，８００

円、非住宅部分の床面積

の合計が２，０００平方

メートルを超え５，００

０平方メートル以内のと

きは１件につき５７３，

４００円、非住宅部分の

８００円、非住宅部分

の床面積の合計が２，

０００平方メートルを

超え５，０００平方メ

ートル以内のときは１

件につき５７３，４０

０円、非住宅部分の床

面積の合計が５，００

０平方メートルを超え

１０，０００平方メー

トル以内のときは１件

につき７０６，３００

円、非住宅部分の床面

積の合計が１０，００

０平方メートルを超え

２５，０００平方メー

トル以内のときは１件

につき８３４，９００

円、非住宅部分の床面

積の合計が２５，００

０平方メートルを超え

るときは１件につき９

５２，４００円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



４６ 

 

床面積の合計が５，００

０平方メートルを超え１

０，０００平方メートル

以内のときは１件につき

７０６，３００円、非住

宅部分の床面積の合計が

１０，０００平方メート

ルを超え２５，０００平

方メートル以内のときは

１件につき８３４，９０

０円、非住宅部分の床面

積の合計が２５，０００

平方メートルを超えると

きは１件につき９５２，

４００円 

＜省略

＞ 

＜省略＞ 

建築物

のエネ

ルギー

消費性

能の向

上に関

する法

律第３

６条第

１項の

規定に

基づく

建築物

エネル

ギー消

費性能

向上計

画変更

＜省略＞ ＜省略＞ 

その他

の場合 

建築物

省エネ

法基準

省令第

１条第

１項第

２号イ

⑴及び

ロ⑴に

定める

基準に

係るも

の 

⑴ 一戸建て住宅 建築物

省エネ法基準省令第１０

条第２号イ⑵及びロ⑵に

定める基準に係るものは

１件につき１０，１００

円、その他のものは１件

につき１９，２００円 

⑵ 共同住宅等 住戸のみ

に係るもののうち申請に

係る戸数が１のときは１

件につき１９，２００円

、申請に係る戸数が２以

上５以下のときは１件に

つき３８，５００円、申

請に係る戸数が６以上１

０以下のときは１件につ

き５４，５００円、申請

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜省略

＞ 

＜省略＞ 

建築物

のエネ

ルギー

消費性

能の向

上に関

する法

律第３

６条第

１項の

規定に

基づく

建築物

エネル

ギー消

費性能

向上計

画変更

＜省略＞ ＜省略＞ 

その他

の場合 

建築物

省エネ

法基準

省令第

１条第

１項第

２号イ

⑴及び

ロ⑴に

定める

基準に

係るも

の 

⑴ 一戸建て住宅 １件に

つき１９，２００円 

 

 

 

 

 

⑵ 共同住宅等 住戸のみ

に係るもののうち申請に

係る戸数が１のときは１

件につき１９，２００円

、申請に係る戸数が２以

上５以下のときは１件に

つき３８，５００円、申

請に係る戸数が６以上１

０以下のときは１件につ

き５４，５００円、申請



４７ 

 

認定申

請手数

料 

に係る戸数が１１以上２

５以下のときは１件につ

き７７，１００円、申請

に係る戸数が２６以上５

０以下のときは１件につ

き１１１，４００円、申

請に係る戸数が５１以上

１００以下のときは１件

につき１６１，３００円

、申請に係る戸数が１０

１以上２００以下のとき

は１件につき２２０，６

００円、申請に係る戸数

が２０１以上３００以下

のときは１件につき２８

８，５００円、申請に係

る戸数が３０１以上のと

きは１件につき３３６，

９００円、建築物全体、

建築物全体及び住戸又は

複合建築物の住宅部分に

係るもののうち全住戸が

建築物省エネ法基準省令

第１０条第２号イ⑵及び

ロ⑵に定める基準に係る

ものであるものの１棟の

戸数が１のときは１件に

つき１０，１００円、１

棟の総戸数が２以上５以

下のときは１件につき１

９，０００円、１棟の総

戸数が６以上１０以下の

ときは１件につき２７，

７００円、１棟の総戸数

が１１以上２５以下のと

認定申

請手数

料 

に係る戸数が１１以上２

５以下のときは１件につ

き７７，１００円、申請

に係る戸数が２６以上５

０以下のときは１件につ

き１１１，４００円、申

請に係る戸数が５１以上

１００以下のときは１件

につき１６１，３００円

、申請に係る戸数が１０

１以上２００以下のとき

は１件につき２２０，６

００円、申請に係る戸数

が２０１以上３００以下

のときは１件につき２８

８，５００円、申請に係

る戸数が３０１以上のと

きは１件につき３３６，

９００円、建築物全体、

建築物全体及び住戸又は

複合建築物の住宅部分に

係るもののうち１棟の戸

数が１のときは１件につ

き１９，２００円、１棟

の総戸数が２以上５以下

のときは１件につき３８ 

，５００円、１棟の総戸

数が６以上１０以下のと

きは１件につき５４，５

００円、１棟の総戸数が

１１以上２５以下のとき

は１件につき７７，１０

０円、１棟の総戸数が２

６以上５０以下のときは

１件につき１１１，４０



４８ 

 

きは１件につき４０，２

００円、１棟の総戸数が

２６以上５０以下のとき

は１件につき６１，３０

０円、１棟の総戸数が５

１以上１００以下のとき

は１件につき９３，９０

０円、１棟の総戸数が１

０１以上２００以下のと

きは１件につき１３５，

２００円、１棟の総戸数

が２０１以上３００以下

のときは１件につき１７

４，２００円、１棟の総

戸数が３０１以上のとき

は１件につき１９７，０

００円、建築物全体、建

築物全体及び住戸又は複

合建築物の住宅部分に係

るもののうちその他のも

のの１棟の戸数が１のと

きは１件につき１９，２

００円、１棟の総戸数が

２以上５以下のときは１

件につき３８，５００円

、１棟の総戸数が６以上

１０以下のときは１件に

つき５４，５００円、１

棟の総戸数が１１以上２

５以下のときは１件につ

き７７，１００円、１棟

の総戸数が２６以上５０

以下のときは１件につき

１１１，４００円、１棟

の総戸数が５１以上１０

０円、１棟の総戸数が５

１以上１００以下のとき

は１件につき１６１，３

００円、１棟の総戸数が

１０１以上２００以下の

ときは１件につき２２０

，６００円、１棟の総戸

数が２０１以上３００以

下のときは１件につき２

８８，５００円、１棟の

総戸数が３０１以上のと

きは１件につき３３６，

９００円、複合建築物の

非住宅部分に係るものの

うち非住宅部分の全部が

建築物省エネ法基準省令

第１０条第１号イ⑵及び

ロ⑵に定める基準に係る

ものであるものの非住宅

部分の床面積の合計が３

００平方メートル以内の

ときは１件につき４８，

６００円、非住宅部分の

床面積の合計が３００平

方メートルを超え１，０

００平方メートル以内の

ときは１件につき６２，

３００円、非住宅部分の

床面積の合計が１，００

０平方メートルを超え２

，０００平方メートル以

内のときは１件につき８

２，６００円、非住宅部

分の床面積の合計が２，

０００平方メートルを超



４９ 

 

０以下のときは１件につ

き１６１，３００円、１

棟の総戸数が１０１以上

２００以下のときは１件

につき２２０，６００円

、１棟の総戸数が２０１

以上３００以下のときは

１件につき２８８，５０

０円、１棟の総戸数が３

０１以上のときは１件に

つき３３６，９００円、

複合建築物の非住宅部分

に係るもののうち非住宅

部分の全部が建築物省エ

ネ法基準省令第１０条第

１号イ⑵及びロ⑵に定め

る基準に係るものである

ものの非住宅部分の床面

積の合計が３００平方メ

ートル以内のときは１件

につき４８，６００円、

非住宅部分の床面積の合

計が３００平方メートル

を超え１，０００平方メ

ートル以内のときは１件

につき６２，３００円、

非住宅部分の床面積の合

計が１，０００平方メー

トルを超え２，０００平

方メートル以内のときは

１件につき８２，６００

円、非住宅部分の床面積

の合計が２，０００平方

メートルを超え５，００

０平方メートル以内のと

え５，０００平方メート

ル以内のときは１件につ

き１３７，７００円、非

住宅部分の床面積の合計

が５，０００平方メート

ルを超え１０，０００平

方メートル以内のときは

１件につき１８２，３０

０円、非住宅部分の床面

積の合計が１０，０００

平方メートルを超え２５

，０００平方メートル以

内のときは１件につき２

１９，９００円、非住宅

部分の床面積の合計が２

５，０００平方メートル

を超えるときは１件につ

き２５９，３００円、複

合建築物の非住宅部分に

係るもののうちその他の

ものの非住宅部分の床面

積の合計が３００平方メ

ートル以内のときは１件

につき１２５，２００円

、非住宅部分の床面積の

合計が３００平方メート

ルを超え１，０００平方

メートル以内のときは１

件につき１５７，４００

円、非住宅部分の床面積

の合計が１，０００平方

メートルを超え２，００

０平方メートル以内のと

きは１件につき２０３，

８００円、非住宅部分の



５０ 

 

きは１件につき１３７，

７００円、非住宅部分の

床面積の合計が５，００

０平方メートルを超え１

０，０００平方メートル

以内のときは１件につき

１８２，３００円、非住

宅部分の床面積の合計が

１０，０００平方メート

ルを超え２５，０００平

方メートル以内のときは

１件につき２１９，９０

０円、非住宅部分の床面

積の合計が２５，０００

平方メートルを超えると

きは１件につき２５９，

３００円、複合建築物の

非住宅部分に係るものの

うちその他のものの非住

宅部分の床面積の合計が

３００平方メートル以内

のときは１件につき１２

５，２００円、非住宅部

分の床面積の合計が３０

０平方メートルを超え１

，０００平方メートル以

内のときは１件につき１

５７，４００円、非住宅

部分の床面積の合計が１

，０００平方メートルを

超え２，０００平方メー

トル以内のときは１件に

つき２０３，８００円、

非住宅部分の床面積の合

計が２，０００平方メー

床面積の合計が２，００

０平方メートルを超え５

，０００平方メートル以

内のときは１件につき２

９５，５００円、非住宅

部分の床面積の合計が５

，０００平方メートルを

超え１０，０００平方メ

ートル以内のときは１件

につき３６７，１００円

、非住宅部分の床面積の

合計が１０，０００平方

メートルを超え２５，０

００平方メートル以内の

ときは１件につき４３５

，０００円、非住宅部分

の床面積の合計が２５，

０００平方メートルを超

えるときは１件につき４

９８，２００円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



５１ 

 

トルを超え５，０００平

方メートル以内のときは

１件につき２９５，５０

０円、非住宅部分の床面

積の合計が５，０００平

方メートルを超え１０，

０００平方メートル以内

のときは１件につき３６

７，１００円、非住宅部

分の床面積の合計が１０

，０００平方メートルを

超え２５，０００平方メ

ートル以内のときは１件

につき４３５，０００円

、非住宅部分の床面積の

合計が２５，０００平方

メートルを超えるときは

１件につき４９８，２０

０円 

＜省略

＞ 

＜省略＞ 

建築物

のエネ

ルギー

消費性

能の向

上に関

する法

律第４

１条第

１項の

規定に

基づく

建築物

エネル

＜省略＞ ＜省略＞ 

その他

の場合 

建築物

省エネ

法基準

省令第

１条第

１項第

２号イ

⑵又は

⑶及び

ロ⑵又

は⑶に

定める

基準に

＜省略＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜省略

＞ 

＜省略＞ 

建築物

のエネ

ルギー

消費性

能の向

上に関

する法

律第４

１条第

１項の

規定に

基づく

建築物

エネル

＜省略＞ ＜省略＞ 

その他

の場合 

建築物

省エネ

法基準

省令第

１条第

１項第

２号イ

⑵又は

⑶及び

ロ⑵又

は⑶に

定める

基準に

＜省略＞ 

 



５２ 

 

ギー消

費性能

基準適

合認定

申請手

数料 

係るも

の（共

同住宅

等にあ

っては

全住戸

が該当

するも

の） 

＜省略

＞ 

＜省略＞ 

 

マンシ

ョンの

管理の

適正化

の推進

に関す

る法律

（平成

１２年

法律第

１４９

号）第

５条の

３第１

項の規

定に基

づくマ

ンショ

ンの管

理に関

する計

画（以

下「管

理計画

マンシ

ョンの

管理の

適正化

の推進

に関す

る法律

第５条

の４各

号（第

４号に

あって

は、マ

ンショ

ン管理

適正化

指針に

係る部

分に限

る。）

に掲げ

る基準

に適合

してい

長期修

繕計画

の数が

１であ

る場合 

１件につき４２，１００円 

長期修

繕計画

の数が

２以上

である

場合 

１件につき４２，１００円

に１を超える長期修繕計画

の数に２２，５００円を乗

じて得た額を加算した額 

ギー消

費性能

基準適

合認定

申請手

数料 

係るも

の 

 

 

 

 

 

 

 

＜省略

＞ 

＜省略＞ 

 

   

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



５３ 

 

」とい

う。）

認定申

請手数

料 

ること

が証さ

れてい

る場合

として

市長が

定める

場合以

外の場

合 

マンシ

ョンの

管理の

適正化

の推進

に関す

る法律

第５条

の６第

２項の

規定に

より準

用され

る同法

第５条

の３第

１項の

規定に

基づく

管理計

画認定

更新申

請手数

料 

マンシ

ョンの

管理の

適正化

の推進

に関す

る法律

第５条

の４各

号（第

４号に

あって

は、マ

ンショ

ン管理

適正化

指針に

係る部

分に限

る。）

に掲げ

る基準

に適合

してい

ること

長期修

繕計画

の数が

１であ

る場合 

１件につき４２，１００円 

長期修

繕計画

の数が

２以上

である

場合 

１件につき４２，１００円

に１を超える長期修繕計画

の数に２２，５００円を乗

じて得た額を加算した額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



５４ 

 

が証さ

れてい

る場合

として

市長が

定める

場合以

外の場

合 

＜省略＞ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜省略＞ 
 

 備考 ＜省略＞  備考 ＜省略＞ 
  

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、この条例による改正後

の瀬戸市手数料徴収条例（次項において「新条例」という。）別表中次

に掲げる項の規定は、令和５年４月１日から施行する。 

 ⑴ 建築基準法第８６条第１項の規定に基づく一の敷地とみなすこと等

による制限の緩和の認定の申請に対する審査に係る１団地内に建築

等をする１又は２以上の建築物の特例認定申請手数料の項 

 ⑵ 建築基準法第８６条第２項の規定に基づく一の敷地とみなすこと等

による制限の緩和の認定の申請に対する審査に係る既存建築物を前

提として総合的見地から設計した建築物の特例認定申請手数料の項 

 ⑶ 建築基準法第８６条の２第１項の規定に基づく一敷地内認定建築物

以外の建築物の建築の認定の申請に対する審査に係る一敷地内認定

建築物以外の建築物の新築又は一敷地内認定建築物について増築等

をする場合の認定申請手数料の項 

 ⑷ マンションの管理の適正化の推進に関する法律（平成１２年法律第

１４９号）第５条の３第１項の規定に基づくマンションの管理に関



５５ 

 

する計画（以下「管理計画」という。）認定申請手数料の項 

 ⑸ マンションの管理の適正化の推進に関する法律第５条の６第２項の

規定により準用される同法第５条の３第１項の規定に基づく管理計

画更新申請手数料の項 

（経過措置） 

２ 前項第４号及び第５号を除く新条例の規定は、施行の日以後に申請す

るものについて適用し、同日前に申請したものについては、なお従前の

例による。 

 

（理 由） 

 この案を提出するのは、建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）、都

市の低炭素化の促進に関する法律施行規則(平成２４年国土交通省令第８

６号)、建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律施行規則（平成

２８年国土交通省令第５号）の一部改正及びマンションの管理の適正化に

関する法律（平成１２年法律第１４９号）の一部改正等に伴い、瀬戸市手

数料徴収条例中所要の事項を改正するため必要があるからである。 
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５年市長提出第１１号議案 

   市道路線の認定について 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条第１項の規定に基づき、市

道の路線を次のように認定することについて、同条第２項の規定により、

議会の議決を求める。 

  令和５年２月１４日提出 

瀬戸市長 伊 藤 保 德 

路線番号 路 線 名 
起 点 

終 点 

０４１２０ 中畑１号線 
中畑町１１６番１３地先 

中畑町１１６番１０地先 

 



 認
定
路
線
図

  

 

凡
 
例
 

起
点
 

 

終
点
 

 

 

 

中
畑
１
号
線
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５年市長提出第１２号議案 

   市道路線の変更について 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１０条第２項の規定に基づき、 

市道の路線を次のように変更することについて、同条第３項の規定により、

議会の議決を求める。 

  令和５年２月１４日提出 

        瀬戸市長 伊 藤 保 德  

路線番号 路 線 名 
起 点 

終 点 

０５０７７ 春雨３号線 

前 
春雨町２２番１６地先 

春雨町３４番１地先 

後 
一里塚町２１番５地先 

春雨町３４番７５地先 

 



 認
定
路
線
図
（
変
更
前
）

  

 

凡
 
例
 

起
点
 

 

終
点
 

 

 

 

春
雨
３
号
線
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 認
定
路
線
図
（
変
更
後
）

  

 

凡
 
例
 

起
点
 

 

終
点
 

 

 

 

春
雨
３
号
線
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５年市長提出第１３号議案 

瀬戸市下水道条例の一部改正について 

瀬戸市下水道条例の一部を改正する条例を次のように定めるものとする。 

令和５年２月１４日提出 

瀬戸市長 伊 藤 保 德  

瀬戸市下水道条例の一部を改正する条例 

瀬戸市下水道条例（昭和４５年瀬戸市条例第７号）の一部を次のように

改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。

改正後 改正前 

（用語の定義） （用語の定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用

語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところ

による。 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用

語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところ

による。 

⑴から⒁まで ＜省略＞  ⑴から⒁まで ＜省略＞ 

⒂ 責任技術者 愛知県下水道協会（以下「協

会」という。）が実施する排水設備工事責任

技術者の資格認定のための試験（以下「試験

」という。）に合格し、協会に登録され、排

水設備工事責任技術者証（以下「責任技術者

証」という。）の交付を受けた者をいう。た

だし、当該協会に登録された日前に協会の登

録を取り消されたことがある者のうち、当該

取消しの日から２年を経過していない者を除

く。 

⒂ 責任技術者 愛知県下水道協会（以下「協

会」という。）が実施する排水設備工事責任

技術者の資格認定のための試験（以下「試験

」という。）に合格し、協会に登録され、排

水設備工事責任技術者証（以下「責任技術者

証」という。）の交付を受けたものをいう。 

（指定工事店の指定） （指定工事店の指定） 

第６条の２ 指定工事店は、次に掲げる要件に適

合している工事業者とし、市長はこれを指定工

事店として指定するものとする。ただし、市長

第６条の２ 指定工事店は、次に掲げる要件に適

合している工事業者とし、市長はこれを指定工

事店として指定するものとする。ただし、市長
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が特に必要と認めた場合は、この限りでない。 が特に必要と認めた場合は、この限りでない。 

⑴から⑶まで ＜省略＞ ⑴から⑶まで ＜省略＞ 

⑷ 次の各号のいずれにも該当しない者である

こと。 

⑷ 次の各号のいずれにも該当しないこと。 

ア 精神の機能の障害により排水設備等の新

設等の工事の事業を適正に行うに当たって

必要な認知、判断及び意思疎通を適切に行

うことができない者 

ア 工事業者（法人にあっては、その代表者

）が精神の機能の障害により排水設備等の

新設等の工事の事業を適正に行うに当たっ

て必要な認知、判断及び意思疎通を適切に

行うことができない場合 

イ 破産手続開始の決定を受けて復権を得な

い者 

イ 工事業者（法人にあっては、その代表者

）が破産手続開始の決定を受けて復権を得

ない場合 

 ウ 工事業者（法人にあっては、その代表者

）が第６条の１５の規定により責任技術者

としての登録を取り消され、その取消しの

日から２年を経過していない場合 

ウ 第６条の７の規定により指定を取り消さ

れ、その取消しの日から２年を経過してい

ない者 

エ 指定工事店が第６条の７第２項の規定に

より指定を取り消され、その取消しの日か

ら２年を経過していない場合 

エ その業務に関し不正又は不誠実な行為を

するおそれがあると認めるに足る相当の理

由がある者 

オ 工事業者がその業務に関し不正又は不誠

実な行為をするおそれがあると認めるに足

る相当の理由がある場合 

２ 前項第４号ウの規定に該当する者が法人であ

るときは、その代表者は、同号ウに掲げる期間

内において、個人又は法人の代表者として指定

工事店の指定を受けることはできない。 

２ 前項第４号エの規定に該当する場合で、当該

指定工事店が法人であるときは、その代表者は

、同号エに掲げる期間内において、個人又は法

人の代表者として指定工事店の指定を受けるこ

とはできない。 

（指定の申請） （指定の申請） 

第６条の３ ＜省略＞ 第６条の３ ＜省略＞ 

２ 前項の申請書には、次に掲げる書類を添付し

なければならない。 

２ 前項の申請書には、次に掲げる書類を添付し

なければならない。 

⑴ 前条第１項第４号アからエまでに該当しな

いことを誓約する書類 

⑴ 個人の場合は、住民票の写し、経歴書及び

前条第１項第４号ア及びイに該当しないこと

を誓約する書類 
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⑵ 住民票の写し（法人の場合にあっては、当

該法人の登記事項証明書及び定款の写し） 

⑵ 法人の場合は、当該法人の登記事項証明書

、定款の写し及び代表者に関する前号に定め

る書類 

⑶ 営業所の付近見取図及び営業所の写真 ⑶ 営業所の平面図及び付近見取図及び営業所

の写真 

⑷ 責任技術者名簿 ⑷ 専属責任技術者名簿及び雇用関係を証する

書類 

⑸ 責任技術者証の写し ⑸ 専属する責任技術者の責任技術者証の写し 

⑹ 工事の施工に必要な機械器具を有している

ことを証する書類 

⑹ 工事の施工に必要な設備及び器材を有して

いることを証する書類 

⑺ 前各号に定めるもののほか、市長が必要と

認める書類 

⑺ 納税証明書 

（指定工事店証） （指定工事店証） 

第６条の４ ＜省略＞ 第６条の４ ＜省略＞ 

２及び３ ＜省略＞ ２及び３ ＜省略＞ 

４ 指定工事店は、第６条の７の規定により指定

を取り消されたときは、遅滞なく市長に指定工

事店証を返納しなければならない。また、同条

の規定により指定の効力を停止されたときは、

その停止期間中指定工事店証を返納しなければ

ならない。 

４ 指定工事店は、第６条の７の規定により指定

を取り消されたときは、遅滞なく市長に指定工

事店証を返納しなければならない。また、同条

第２項の規定により指定の効力を一時停止され

たときは、その停止期間中指定工事店証を返納

しなければならない。 

 （指定の有効期間）  （指定の有効期間） 

第６条の４の２ 指定工事店の指定の有効期間（

以下「指定期間」という。）は、第６条の２の

指定を受けた日から起算して４年経過後最初に

到来する３月３１日までとする。 

第６条の４の２ 指定工事店の指定の有効期間（

以下「指定期間」という。）は、第６条の２の

指定を受けた日（以下「指定日」という。）か

ら指定日から起算して４年経過後最初に到来す

る３月３１日までとする。 

 （指定の更新）  （指定の更新） 

第６条の４の３ ＜省略＞ 第６条の４の３ ＜省略＞ 

２ 指定更新を受けようとする指定工事店は、下

水道排水設備指定工事店指定申請書に第６条の

３第２項各号に掲げる書類を添えて市長に提出

しなければならない。 

２ 指定更新を受けようとする指定工事店は、排

水設備指定工事店指定申請書に第６条の３第２

項各号に掲げる書類を添えて市長に提出しなけ

ればならない。 

３ ＜省略＞ ３ ＜省略＞ 
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（変更等の届出義務） （指定の辞退及び異動の届出義務） 

第６条の６ 指定工事店は、指定工事店としての

営業を廃止し、休止し、又は再開しようとする

ときは、直ちに指定工事店（廃止・休止・再開

）届を市長に提出しなければならない。 

第６条の６ 指定工事店は、第６条の２第１項の

指定要件を欠くに至ったとき、又は指定工事店

としての営業を廃止し、若しくは休止しようと

するときは、直ちに指定工事店指定辞退届を市

長に提出しなければならない。 

２ 指定工事店は、次の各号のいずれかに該当す

ることになったときは、速やかに指定工事店変

更届を市長に提出しなければならない。 

２ 指定工事店は、次の各号のいずれかに該当す

ることになったときは、速やかに指定工事店異

動届を市長に提出しなければならない。 

⑴から⑷まで ＜省略＞ ⑴から⑷まで ＜省略＞ 

⑸ 責任技術者に異動があったとき。 ⑸ 専属する責任技術者に異動があったとき。 

⑹ ＜省略＞ ⑹ ＜省略＞ 

（指定の取消し又は停止） （指定の取消し又は一時停止） 

第６条の７  第６条の７ 市長は、指定工事店から前条第１項

の届出を受けたときは、指定を取り消さなけれ

ばならない。 

市長は、指定工事店が次の各号のいずれかに

該当するときは、指定を取り消し、又は６月を

超えない範囲内において指定の効力を停止する

ことができる。 

２ 市長は、指定工事店が次の各号のいずれかに

該当するときは、指定を取り消し、又は６月を

超えない範囲内において指定の効力を停止する

ことができる。 

⑴ 第６条の２第１項の指定要件に適合しなく

なったとき。 

 

⑵ ＜省略＞ ⑴ ＜省略＞ 

⑶ ＜省略＞ ⑵ ＜省略＞ 

（公示） （公示） 

第６条の１１ 市長は、指定工事店に関し次に掲

げる措置をしたときは、その都度これを告示す

るものとする。 

第６条の１１ 市長は、指定工事店に関し次に掲

げる措置をしたときは、その都度これを告示す

るものとする。 

⑴ ＜省略＞ ⑴ ＜省略＞ 

⑵ 指定工事店の指定を取り消し、又は停止し

たとき。 

⑵ 指定工事店の指定を取り消し、又は一時停

止したとき。 

⑶ 第６条の６第１項の規定により指定工事店

から営業の廃止、休止又は再開の届出を受理

したとき。 
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⑷ ＜省略＞ ⑶ ＜省略＞ 

２ ＜省略＞ ２ ＜省略＞ 
  

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和５年１０月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行の際現に改正前の瀬戸市下水道条例に基づいて提出さ 

れた指定の申請は、改正後の瀬戸市下水道条例に基づいて提出されたも  

のとみなす。 

 

（理 由） 

この案を提出するのは、公共下水道に関する事業の一部が広域化される

ことに伴い、指定工事店の指定等の事務を整理するに当たり、瀬戸市下水

道条例中所要の事項を改正するため必要があるからである。 

 


